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わが国の人口増加の終わりが近づき、また経済の低成長化といった基礎的

構造変化の下で、戦後長く続いた都市の拡張テンポも低下してきた。一方、

都市の内部には、多くの問題が残されているが、空洞化の現象など新しい問

題も生じている。

郊外の自然環境を保全するためにも、今後は郊外型開発による都市拡張の

方策よりも、都市の内部へ日を向けて都市の再構築を目指す方策へ都市行政

や住宅行政の重心が移っていくであろう。

バブル崩壊後、平成8年になって10年ぶりに東京都区部の人口が増加に転

じたが、大都市の住宅事情は居住水準にしても住環境にしても、年々改善さ

れてはいるが、ほかの生活水準に比べて相当遅れている。また中心部には土

地利用密度の低い木造密集市街地が広い範囲で存在しており、阪神淡路大震

災でも、大規模火災の発生は、敷地の狭い老朽化した木造住宅が多い長田区

など3区に集中した。

一方、地方の県庁所在都市では、人口の集中が続いているが、中心部の人

口減少が生じており、中心市街地の衰退や空洞化の深刻な問題が発生してい

る。

都市は市民の生活や企業の活動などが集中して相互に密接かつ複雑に関連

している。都市の再構築を推進するにあたっては、住宅、都市行政などの枠

にとどまらず広く総合的な施策の展開を図る必要がある。省庁の枠を超えた

政策の展開こそ行政改革の目指すものであろう。また、一般的に住宅は個人

の資産である。しかし、建築物は同時に都市の構成要素としても、量的にも

質的にも極めて重要な意義を持つものである。

したがって、住宅建設に対しては、固などの支援措置と同時に、土地利用

や安全、環境の見地から、公共的、社会的な規制も必要と考えられる。
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特別論文

行財政改革と住宅政策

日端康雄

はじめに

わが国の住宅政策が曲がり角にあるといわれ

て久しい。

そうした局面を打開する意味で、平成 7

(1995）年 6月に住宅宅地審議会答申「21世紀

に向けた住宅政策の基本的体系」は示されたは

ずなのであるが、数年を経ずしてその内容はあ

る種の前提を欠いているのではないかと考えら

れるようになった。それが日々、新聞などを賑

わしている行政改革、規制緩和、地方分権、財

政改革などをめぐる目まぐるしい動きである。

本稿では、迫りくる行財政改革などの実現に

合わせて住宅政策はどう変わらねばならないか

について一考を試みた。

l住宅政策をめぐる状況の変化

日本の住宅政策の行き詰まりは昭和50年代か

ら指摘されてきた。

公営、公団、公社、公庫融資住宅など、公的

主体による建設と公的助成による直接供給体系

の住宅政策が戦後長く続いてきて、その体質は

建設主義、戸数主義、量政策といわれてきた。

しかし、パブ9ル経済期の大都市を中心とする

住宅問題の激化に対して、こうした従来型の住

宅政策ではまったく歯がたたないことが明らか

になった。

平成 7年6月の住宅宅地審議会答申は、こう

した危機意識に応答したもので、近年の審議会

答申としては大変優れていると評価している。
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そこでの住宅政策再編の視点は、①住宅政策

を住宅市場全体に対象領域を拡げ、②ストック

重視、③政策目標の多元化、④政策手段の総合

化（関連分野との連携強化）、⑤政策の地域化

一一総合的な住宅マスタープランの策定・推進

一一ーで、全体として、市場重視型の住宅政策の

枠組みに転換することを提言した。しかし、住

宅市場全体を対象にするということは、住宅政

策を市場原理、市場経済メカニズムに委ねると

いう意味を指しているものではなかった。

その後の状況で大きく変わったのは、地方分

権、行政改革、規制緩和の実行に関する政府の

眼をみはる行動である。地方分権では、平成 8

(1996）年12月の第 1次勧告、規制緩和では、

金融ビッグパン、大規模小売店舗法（以下、

「大店法jと略す）緩和・撤廃、行政改革では

特殊法人廃止、中央省庁再編などをはじめとし

て、国の行財政の根幹的仕組みの見直し、再構

築が実行されようとしている。

ところで、行財政改革とはなんであろうか。

巨大で増えつづける財政赤字、増やされ続け

る政府部門の仕事、個別省益や縄張りを考える

のみで国民全体の利益を考えられなくなってし

まった官僚組織など、明治以来続いてきた現行

制度枠組みや組織では日本全体がよい方向にリ

ードできない危険性を苧んでいるのが日本の現

状である。

一方、国際社会に眼を転ずれば、破滅的に進

む環境破壊、エネルギー資源の枯渇、高まる一

方の都市化と都市社会のストレスなど、現在の



メカニズムが進行するかぎり日本のみならず地

球社会も死滅する恐れが議論されている。

行財政改革とは、国家、地方公共団体、企業

活動と政府の役割、財政の仕組みなどの社会シ

ステムを動かす基本OS(Operating System: 

パソコン用語）の取り替えを意味するものであ

ろう。過去との連続性や既得権を断ち切るうえ

で、改革の実効には例外を認めないこと、個別

各論に耳を傾けないことが必要であろう。

しかし、こうした基本的な潮流のもとで、住

宅政策の現状を評価し、新しい枠組みを構想し、

改革後の世界で、園、地方公共団体のやること

とはなにか、企業や市場でやるべきことがなに

かを議論しておくことも極めて重要である。

さて、行財政改革で政府が住宅政策ですでに

決めていることがある。たとえば、住宅・都市

整備公団（以下、「住・都公団」と略す）の改

革〔「特殊法人等の整理合理化についてJ（平成

9年6月6日閣議決定）〕であり、公団は平成

11 (1999）年の通常国会において廃止され、都

市開発・再開発業務（政策的にとくに必要とさ

れる賃貸住宅業務は含む）は新法人に移管、賃

貸住宅の管理も新法人に引き継ぐが分譲住宅業

務からは撤退する。

また、公共事業長期計画の関連で、住宅建設

五カ年計画について、公共事業関係長期計画の

縮減・延長の方針が決定され、計画の前提とな

る状況が変化したときには積極的弾力的に見直

すことが決定されている〔（「財政構造改革の推

進についてJ（平成 9年6月3日閣議決定）〕。

今後、行財政改革で住宅政策に求められると

考えられる方向としては、第一に、公的直接政

策の縮小があろう。財政負担を減らすことや、

財政投融資制度改革に絡んで住宅金融公庫・日

本開発銀行の廃止または改組も一部決定されて

いる。また、行財政改革、地方分権化によって、

当然、住宅政策における国の役割も縮小、地方

公共団体への移管があろう。

第二に、市場型の住宅政策への転換。自由競

争、市場原理を中心とする市場主義のもとに、
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ほか

民間への依存、それへの誘導型政策が求められ

ょう。

こうした改革方向に向けての発想は行革サイ

ドからのもので、住宅政策側からみると違和感

もあるが、大勢としては支持できるように思う。

問題は、住宅政策の課題とはなにか、そこで園、

地方公共団体、公団などが果たすべき役割とは

なにか、が問われるべきで、いたずらに既存組

織などを解体するだけが能ではない。もとより、

行財政改革を受り身でとらえるのでなく、むし

ろ、変革のチャンスと捉えるべきであろう。戦

後住宅政策を総括し、必要な清算をするととも

に、 21世紀の成熟化社会を展望した新しい枠組

みを実現する好機ととらえるべきである。

2変遷する住宅政策の課題

戦後の最初の20年間は、「住宅不足」、「住宅

困窮jの時代で、量的政策が効を奏することが

できた。しかし、その後、「住宅難Jの時代に

かわって、国民の住宅への不満は次第に質的な

ものに向けられるようになった。しかし、こう

した住宅の質的要求に対応できない現行政策で

あることが明らかになった。

ノてブル時代の東京の住宅問題は従来になく住

宅の価格や地価の高騰、住宅床と業務需要との

括抗、低・中所得層の住宅取得難などに象徴さ

れるもので、また、国際的につながりのある現

象でもあった。中堅所得層をまず直撃し、アブ

オーダビリティ・クライシスといわれた。これ

らは大都市特有の問題であると同時に、経済問

題でもあった。

バブル後の住宅問題はさらに別の展開になり、
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これがもっとも新しい経験である。

地価の下落、不良債権の大量発生で日本経済

の屋台骨を危うくするとともに、住宅ローン地

獄、自己責任の限界など深刻な社会問題をひき

ずっている。また、住宅市場も変調をきたした

ままである。

今日の住宅政策は単一の狭い政策領域をカバ

ーするものではなく、再開発、都市開発、まち

づくりに深く関連づけられている。また、それ

だけでなく、住宅市場の巨大さから、金融政策、

景気対策、公共投資計画など、政府のメジャー

政策の一つになっているといっても過言ではな

いでーあろう。

平成7年答申はこれを踏まえたものであるが、

従来からの積み残しも多くある一方で、課題は

複雑化した。

こうした課題に対して、都心居住、都心への

住宅供給といった従来型の発想の政策発動だけ

では、課題の根本的な部分に応えることになら

ないのではないか。最近では、大店法緩和に関

連する地域商業問題と関連して、地方都市中心

市街地活性化問題にまで都心居住政策が拡がっ

ているが、極めて不十分の感を否めない。

これからの住宅政策の基本的課題とはなにか。

私見を述べれば、次の三つではないかと思う。

①住宅市場全体への政策展開

高齢化・福祉事業としての住宅政策、まちづ

くりとしての住宅政策、成熟社会でのストック

住宅政策、いずれをとっても、結論的にいえば、

現在の狭い縦割り構造の行政組織ではまったく

絶望的といわざるをえない。建設型住宅政策か

らの脱却が必要であり、現在の省庁でいえば、

厚生、労働、自治、通産、農林などに分散して

いるものを統合することである。

真に総合的な住宅政策が可能かどうかという

問題であるが、このためにはまず、住宅基本法、

あるいは住居法の制定が必要である。かつてこ

うした試みがあったが、従来は縦割りでまった

くできなかったことである。

いたずらに市場主義に走ってしまうと、国民
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生活の基本的人権につながりうる居住に関わる

政府の役割が見失われてしまう危険がある。住

宅基本法が居住に関する政府の役割をはっきり

規定すべきで、欧米では100年も前に確立して

いる制度である。

②市場原理に委ねられる住宅政策課題と方法の

探究

住宅は公共責任か自助努力・自己責任かの範

囲をはっきりさせたうえで、住宅政策に自由競

争原理を導入すべきである。

⑤住環境の改善

日本の劣悪な住環境は、都市、建築、住宅に

関わるさまざまの個別制度による複合汚染の結

果のようなものという一面をもっている。

欧米先進国が19世紀未から戦前において経験

した、急速な工業化、都市化による住環境問題

に相当するのが、日本の場合には、戦後の戦災

復興とその後の高度経済成長期において形成し

た急造住宅市街地であり、その市街化のスピー

ド、規模は欧米の経験をはるかにしのぐもので

あった。そうした社会経済状況において打たれ

た政策の結果が、現在、負のストックとして、

日本の経済的豊かさにまったくバランスしない

かたちで存在している。

換言すれば、これはもっぱら20世紀後半の経

済成長において残された負の資産を21世紀の国

民に先送りしようとしている課題である。

そうした日本の住環境改善は、社会システム

全体に関わる構造的問題で、その解決には固に

なお責任がある。地方分権で自治体に先送りす

るだけでは非常に問題があると考えざるをえな

しユ。

3日本の住宅政策の体質改善

現在の住宅政策が改革されねばならないとし

たら、その障害になるのは過去との連続性であ

る。それを断ち切るには、歴史的条件をみなけ

ればなるまい。

現在の住宅政策は高齢者問題などに拡がりを

みせているが、その枠組みは、住宅建設中心と



いう従来の構造からなにも変わっていない。

公営、公団・公社、公庫・民間金融という所

得階層別の体系で、社会経済的な状況の変化や

需要の変化に対しても、戦後一貫して変わって

いない。その経緯のなかで、政策手段が拡がら

ないだけでなく、各施策に混乱が生じている。

平成7年6月の審議会答申は、広く課題を論

じ、必要な視点、を揃えているが、その多くは現

行制度の仕組みゃ組織のもとでは対応できない

ものである。したがって、成果もみるべきもの

がない。

現在の改革が求められる状況においてなにが

根本的問題か。以下にあげるような点がブレー

クスルーされなければ意味がない。

①建設中心主義を改めること

戦後の住宅絶対不足と国の直接建設で、住宅

政策が住宅建設というイメージを完全に植えつ

けられてしまっている。

産業としてハウスメーカーは発達したが、そ

れと国民が求める住宅の質や町の姿とは希離し

ていくように思えでしょうがない。また、卑近

な例であるが、 1億円以上もするような、市街

地の新築一戸建て住宅の宣伝は、周辺の環境を

消して当該建物だけを見せる写真が多い。一戸

建て住宅にとって周りの環境は必要不可欠の要

素であるにもかかわらず、こうしたことが当た

り前のように通る。まったく異常なことである

にもかかわらず、国民はあきらめてしまってい

る。

②公共性を拡げること

これはもっぱら法制度上の問題であるが、た

とえば、住環境改善が住宅政策の大きな課題に

もかかわらず、改良住宅制度は欧米の19世紀型

スラムクリアランスに閉じている。改良住宅手

法をもっと一般的な住環境改善手法にしようと

する試みは、これまでにも少なからず行なわれ

てきたが、法制当局の狭い公共性解釈で退けら

れてきている。

③住環境改善に正面から取り組める体制をつく

ること

住環境問題は住宅の質に対する究極の不満の

ひとつであるが、これは建築行政、都市計画行

政、土地政策が主領域で、住宅政策としてのみ

成立しない複合政策になる。この問題の根は深

く、建築行政ひとつを取りあげても、「建築自

由」を前提に安全、健康、防災、交通の最低基

準を決める警察規制としての建築確認行政では

極めて限界がある。

④地方の住宅政策を支援すること

ある種の住宅問題は大都市問題、東京問題と

いわれてきた。国の全国的な均一政策傾向から

地方に特化した政策がとれない。逆に、地方の

豊かさは大都市の貧しさにすり寄せられるよう

な政策になってしまい、個性を育てにくい。

⑤土地政策と連携ないし一体的に進める体制を

つくること

実態的にみれば、住宅問題の多くはなお土地

問題でもある。

4住宅政策の役割分担

住宅問題は東京問題といわれた時代から、住

宅政策は自治体レベルの行政に任されるべきと

いう議論があった。

現在、各地の自治体で住宅マスタープランが

策定されて、自治体レベルで住宅政策の総合化

への取組みが進行している。しかし反面、自治

体によって住宅政策の取組みにバラツキがうま

れ、分権化によってこの傾向は拡大していくこ

とになると思われる。国が一律に押しつける時

代とは変化していく。

一方、地方分権化を想定しでも、住環境改善

のためのまちづくり事業に関して、自治体に事

業は重荷で、有力な大都市でないと事業組織を

抱えられない。

また、地方分権化時代のなかで、市町村と県

の関係がこれまでになく重要になってこよう。

弱小市町村にとっては県の代行義務が頼りのと

ころも出てこよう。

国は基本的に政策の企画立案、方向の舵取り

を行なう機関になっていくであろう。住・都公
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団の廃止問題もこの原則に沿ったものであろう。

しかし、住・都公団を新しい改革後の世界で

どうみるかは、特殊法人廃止の原則を押し通す

のみでは国民経済にとって利益になるかどうか

疑わしい。解体しないでその組織を一部残すと

したら、その価値は、技術集団とそのノウハウ

の集積を今後の住宅政策に不可欠かどうかの判

断に尽きょう。

5住宅政策への市場原理導入

住宅政策に活かしうる市場原理政策について

は、経済学者などが取り組むべき当面の重要課

題である。ただし、この領域は1980年代に英米

で思い切った政策実験が行なわれている。断片

的ではあるが、二、三の点に触れてみたい。

まず、住宅市場には二つの住宅タイプしかな

い。なんらかの公的補助住宅（subsidised

housing）と市場住宅（markethousing）であ

る。公庫住宅も程度の弱い公的補助住宅である。

現在のような悪い財政状況では公的補助住宅

はもっと減らし限定すべきであるという意見が

出てくるのは当然であろう。 80年代にイギリス

のサッチャ一政権が公営住宅を払い下げた政策

を思い起こさせる。公団の分譲住宅撤退も一面

はここからきている。が、これもバランスの問

題で、公的補助住宅をなくしてしまうというこ

とにはならない。

現在の日本の住宅政策には、そういった政策

の大きな機動性がまったく働かないところが問

題である。

第二に、住宅市場には家賃規制よりも家賃補

助のほうが合理性がある。

日本の現行政策では民営家賃市場には、新た

にはほとんど介入しない。他の先進国では自治

体レベルの条例で介入するが、いずれにせよ、

日本は先進国ではもっとも消極的である。経済

の変動によってもっとも直撃を受けるのは、民

営借家市場であり、中・低所得階層である。戦

前から、こうした状況には強権的な家賃規制が

採用されてきた。しかし、一度規制が引かれる

6 住宅土地経済 1997年秋季号

と、既得権の作用が働いて、住宅市場が潰滅的

な影響を受ける。

これは法的規制がよいか、経済的政策がよい

かのひとつの帰結で、パプル時代のアブオーダ

ビリテイハウジング対策として先進国が一様に

とった政策である。

第三に、税制を用いた政策ツールの機動的出

動の必要性。

住宅市場に税制が極めて効果的であることは

他の先進国の例をみるまでもない。日本の場合

には税制を国が一元的に管理しているために政

策的に使いにくい状況にあって、トータルにみ

ると国民福祉に反しているとしかみえない。行

政改革に期待したい点である。

6住環境の改善と住宅政策

これからの日本の都市の最大の課題は、大都

市に多い木造密集市街地と地方都市の中心市街

地の空洞化問題だと思われる。いずれも住宅政

策にも深く関わっている。

住宅関係の手法がたくさんできたけれども、

実効性が上がらない。たとえば、この10年間、

地区計画制度に加えられた新種の制度メニュー

のほとんどすべては住宅・住環境に関わるもの

である。また、最近では、平成7年1月17日の

阪神大震災を受けて密集市街地防災街区整備促

進法が立法化された（平成9年5月9日）。

これがどれくらい大都市の木造密集市街地の

整備に効果があるのかのシミュレーションが示

されていないのと同様、これまでの新種の制度

手法はいずれも実効性や実施可能性の面で欠陥

が多い。

しかし、いずれにせよ、日本の住環境をよく

するには、土地利用・建築規制や税制を改革す

ると同時に、まだまだ事業としてのまちづくり

が重要である。

再開発、住環境改善、ニュータウンなどのま

ちづくり事業は、①一般に15年から20年かかる

長期のプロジェクトであり、②高度の専門的技

術を統合しなければならない。③行政、つまり



「官」の領域と企業、住民など「民」の領域を

調整しなければならない。

①は私企業ではなかなか難しい。②は地方公

共団体ではそうした技術者を育て抱えつづける

ことが極めて難しい。区画整理、建築、土木、

法律、経済、鑑定、用地補償など、多くの専門

家の領域にまたがる。③は私企業や個人として

のコンサルタントには極めて限界がある。

官と民の協調は、アメリカの影響で、 1980年

代の中曽根民活で推進され、ある意味でパフツレ

の不動産開発を押し上げたが、高級官僚などの

汚職で泥に塗れてしまって、現在は官と民は元

どおりの水と油の関係に戻ってしまった。現在、

首都圏で、総額数兆円の投資といわれる常磐新

線プロジェクトが鉄道と一体化した膨大な宅地

開発を行なっており、一部、私企業だけでやろ

うとしているが、官と民の調整役がいないのが

大きな陸路になっている。民だげでは民活の効

率性が働かないのである。

まちづくりにとって、官民協調は必要条件で

ある。これを立て直さないことには日本の住環

境の改善は前途多難であるが、住・都公団とい

う組織はその適役である。

日本の住環境の改善のために、まちづくりの

プロ軍団としての住・都公団を立て直す必要が

ある。それがどういった組織であるべきかは慎

重に検討されねばならないが、完全な私企業で

はありえない。公益性を芯に据えた企業であら

ねばならない。また、現在のまちづくり事業の

スペシャリストの集団を解体してはならないと

思う。なぜなら、それを蓄積するとしたら、ま

た数十年の時聞が必要になるからである。いず

れにせよ、そうした機動的組織になるような制

度をつくるのも行革である。

これからの住環境の事業は、これまで以上に

複雑で時間のかかるものになるであろう。金融

機関が抱えた不良資産を放出させて土地有効利

用できるノウハウは、現在のところ住・都公団

にもっとも蓄積されている。

おわりに

住宅政策における行革の課題とは、縦割り調

整が可能な、真に総合的な住宅政策が実施でき

る行政組織を実現することである。

そうした枠組みのもとで、市場原理の住宅政

策が確立されるべきである。

そこではとくに、目まぐるしい市場の変化に

対応して政策の機動性、弾力性が重要である。

そのためには、政策のモニタリングやフィード

ノfックが重要である。政策はどこに向かってい

るか、その効果、限界、副作用などが刻々とモ

ニターされ、それに機敏に対応できなければ、

この政策は失敗する。

また、日本の住宅政策においては、住環境改

善のための事業がこれからも大きな課題として

あり、事業の仕組みゃ事業主体の重要性を軽く

みるべきではない。

この 6月から 2年間の予定で、住宅宅地審議

会住宅部会基本問題小委員会がこれからの住宅

政策について検討を始めたが、その成果を期待

したい。
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エデイトリアルノート

本号は、日本における中古住宅 ないからである。日本の新築住宅 いることを通じて、中古住宅市場

市場、土地市場の情報伝達構造の の8害jは注文住宅であるが、アメ の発達を阻害していることに着目

分析、イギリスにおける住宅産業 リカでは 9割が建売住宅である。 し、中古住宅市場が整備されるこ

の企業集中過程の分析と多様であ 中古の注文住宅は標準化された中 とによって、新築住宅が注文住宅

り、住宅土地政策に対しても示唆 古の建売住宅よりも情報の非対称 から建売住宅へとシフトするはず

に富む論文が掲載されている。と 性が大きいことを考慮すると、中 であると論じている。ただし、注

りわけ土地収益率の計測を通じて 古住宅市場の発達を阻害する要因 文住宅自体の部財の標準化、なら

資産としての土地のミクロ的な市 のひとつであると考えることがで びに建売住宅の多様化の余地は、

場構造を明らかにしようとする試 きょう。 近年の情報技術の進展によって大

み（井出論文）は先進的であり、得 さらに山崎論文は注文住宅の比 きくなっていると考えられるので

られた結果も極めて興味深い。 率の高さのみならず、中古住宅市 注文住宅と建売住宅とは次第に収

⑨ 場が機能不全の状態にあるために 束していく可能性もある。

現在、定期借家権導入の可否を 建築コストが高まっているとの見 ⑨ 

めぐって議論が活発に行なわれて 方をしている。日本では賃貸住宅 バブルの時期に土地価格の地域

いる。かりに定期借家権が導入さ 市場が借地借家法の存在によって 間波及が観察され、土地市場の情

れれば賃貸住宅に関する投資効率 十分に機能していないので、賃貸 報効率性がどの程度存在するのか

の計測が容易となり、良質の賃貸 住宅市場の取引に代替する資産市 多くの議論が行なわれてきた。井

住宅の供給が増加することが期待 場における売買、すなわち中古住 出論文（「土地収益率と地域間情

される。良質の賃貸住宅の供給が 宅市場の役割がより重要になるの 報伝達：首都圏住宅地ミクロデー

行なわれるようになると、賃貸住 であるが、この市場も十分機能し タによる分析」）は土地収益率を

宅市場の役割と機能が高まること ていない。流通量の住宅ストック 計測し、土地市場のミクロ的な情

になろう。資産市場としての中古 に比べた日本の流通在庫比率は、 報構造を明らかにしようとする優

住宅市場は、賃貸住宅市場に代替 アメリカの十分の一程度でしかな れた論文である。まず、土地の収

する機能をもっているが、日本で い。中古住宅市場が十分に機能し 益率を全国宅地建物取引業協会連

は資産市場、賃貸市場のいずれも ていないために、維持補修を行な 合会の調査によるミクロパネル・

十分に機能してこなかった。 って資産価値を高めようとするイ データを用いてへドニツク関数に

山崎論文（「中古住宅市場の機 ンセンティプが奪われており、維 基づいて推定する。この計測結果

能と建築コスト：日米比較」）は、 持補修のための投資比率も低くな によれば、東京駅から最寄駅まで

日本の新築住宅の建設コストがな っている。 の鉄道距離が 1%拡大すると地価

ぜ高いのか、またそれと関連して 中古住宅市場を機能させるため は0.54%下落し、最寄駅からの徒

中古住宅市場がなぜ発達しないの には、中古住宅に関する情報の非 歩距灘が 1%拡大すると0.06%地

か、その要因を分析している。ま 対称性を取り除くことがなにより 価が下落する。ただし、山手線内、

ず第ーに、日本で一戸建て住宅の も重要である。山崎論文は、情報 東海方面は地価の下落幅は他の地

建築コストが高いのは、（よく指 の非対称性を克服するために八田 域と比べるとより小さなものとな

摘されることではあるが）注文生 教授の推奨する「建築物登録制 っている。これに対して建物面積

産によることが多いために部財の 度」や［穀庇保険制度」の創設を が 1%拡大すると地価は0.15%上

標準化が進まず、生産における規 支持している。さらに借地借家法 昇し、所得が 1%増加すると地価

模の経済性を発揮することができ が住居の円滑な移動を困難にして は1.15%上昇する。バブル期 (19
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88～90年）とその後の時期（1991 めに集計量としての土地市場の情 ⑨ 

～95年）では構造変化がみられる 報効率性をテストすることが困難 日本における住宅産業の市場構

が、特に所得に対する地価の弾性 になることを意味している。 造が、どのような状況にあるのか

値はパフ令ル期に1.23とその後の時 同時点の相闘が高い理由として を分析した論文は少ない。大場論

期の0.99より高いものになってい 土地裁定説とノントレイデイング 文（「英国の住宅産業における構

る。井出論文は、計測期間（1988 説がある。後者は頻繁に取引され 造変化に関する分析」）ではイギ

～95年）を平均してみれば住宅は る資産が市場全体の収益に関する リスの住宅市場における企業集中

上級財であり、パプル期にはより 情報を伝えることに着目する。ノ の実態をアンケート調査を踏まえ

質の高い物件をより高く評価する ントレイディング仮説はもともと て分析している。住宅産業は住宅

傾向があったとしている。 株式市場での資産価格決定につい の多様性、地理的分散性、規制の

さらに土地市場が情報効率的で て考案されたものであるが、土地 地域性、生産プロセスの小規模性

あるかどうかを検証するために土 のように取引頻度が低い資産につ や専門性から企業集中は低いとさ

地収益率をインカム・ゲインとキ いてより一層当てはまる可能性が れてきた。しかし、イギリスでは

ャピタル・ゲインに分けて計測し 3皇い。このノントレイディングイ反 1973、74年の住宅不況を契機とし

ている。インカム・ゲインは地代 説が該当する場合には、（1）取引 て大手企業（ボリューム・どルダ

のデータが利用可能でないためー の確率が低い資産の分散は大きく 一）の市場シェア拡大傾向が観察

戸建家賃を『週刊住宅情報（賃貸 なり、しかも（土地価格がブラウ される。大手企業は主として企業

版）』のデータを用いてへドニッ ン運動をすると仮定すると）時間 買収の形で市場シェアを拡大した。

ク関数に基づいて計測している。 とともに分散が拡大する、（2）市 企業集中が可能であった要因とし

家賃は東京駅からの鉄道距離が拡 場の共通要素の影響が同符号であ ては、生産における規模の経済性

大するほど下落するが地価よりも れば異なる資産の同時点の相聞は と商業面・金融面における規模の

下落幅が小さく、建物面積は家賃 プラスであり、（3）自己相聞はマ 経済性が考えられる。

を引き上げる場合（山手線内）も引 イナスになるという現象が観察さ 大場論文は、前者については生

き下げる場合（東北・常磐方面）も れるはずである。東海方面に関す 産の継続性が需要によって規定さ

観察される。さらにインカム・ゲ るかぎり、マイナスの自己相関、 れるものであること、ならびに下

インは都心から離れるほど高まる 取引間隔が大きくなると分散が拡 請制度に依存するために生産過程

傾向がある。インカム・ゲインは、大する傾向が検証され、ノントレ が細分化されていることを考慮す

0.2～0.3%と安定しているがキャ イディング仮説が棄却されないと ると大きなものではないと結論し

ピタル・ゲインの変動は大きい。 の興味深い結果を得ている。しか ている。他方、後者については、

さらに土地収益率には地域間波及 し、同じ結果は東北・常磐（負の 大手企業が販売戦略や資金調達方

が明瞭に観察される。ちなみに、 自己相聞が棄却）や多摩方面（取引 法において優位性を得ていたとの

白地点の 1期前の収益率との相関 間隔とともに分散が拡大しない） 結論を出している。日本において

（自己相関）よりも同時点の隣接地 については得られていない。かり も住宅産業における企業集中過程

点の収益率との相聞が高い。この にノントレイディング仮説が妥当 の分析は不足しており、国際比較

ことは土地市場の情報効率性を自 するとして、土地市場に情報効率 のみならず他の産業との比較を通

己相関ゼロという帰無仮説によっ 性がどの程度存在しているかにつ じて日本の住宅産業の特徴や将来

てテストする場合に、他の地点の いての検証はこれからの課題とし について一歩踏み込んだ研究成果

収益率がより強い影響を与えるた て残されている。 が期待される。 (I) 
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中古住宅市場の機能と建築コスト
日米比較

山崎福寿

はじめに

日本では借地借家法のために、土地や住宅の

賃貸借市場が十分に機能していない。それでは、

資産市場でこのような機能を代替することが可

能であろうか。いま、 2年間家を借りる場合と

買う場合を考えてみよう。ある住宅を購入して、

2年後に適当な価格で中古住宅市場でそれを売

却できるならば、実質的にそこで失われる利子

費用から、キャピタルゲインを控除した金額、

あるいはキャピタルロスを合計した額はちょう

ど2年間の家賃に相当するはずである。もし住

宅の賃貸借市場が十分に機能しないとしても、

中古住宅市場が整備されていれば、 2年間の賃

貸契約と同じサービスを中古住宅市場で購入で

きる。したがって、資金市場に不完全性がなけ

れば、資金を自由に貸借することができ、さら

に、住宅の購入や売却を自由に行なえるならば、

賃貸借市場と同じ住宅サービスを購入すること

ができる。

もちろん、現実には資金市場も完全に機能し

ているとはいいがたい。情報の非対称性の問題

が注目されているように、金融市場においても

何らかの不完全性は避けられない障害になって

いる。いま述べたように、資金市場や、住宅の

賃貸借市場さらに土地住宅の資産市場、中古住

宅市場は相互に密接に関連している。もし一つ

の市場が十分に機能しない場合には、他の市場

によってその機能が一部代替される可能性があ

る。あるいは、ある市場で十分に解決できない
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問題が発生した場合に、その問題を克服するよ

うに、ほかの市場が機能を代替していると解釈

できるかもしれない。

しかし、日本では住宅の賃貸借市場だけでな

く、中古住宅市場も十分に機能していなしユ。本

稿では、中古住宅市場と新築住宅市場との関連

性、さらに、中古住宅市場が十分に機能しない

ときに起こるさまざまな問題点を、建築コスト

の観点から考えてみたい。日本における一戸建

て住宅の建築コストが諸外国に比較して高い原

因のひとつが、中古住宅市場が十分に機能して

いない点にあることを明らかにする。

日本では、中古住宅市場が十分に機能してい

ないために、特に一戸建て住宅の中古市場では、

ほとんど売買取引がない。多くの人々は、住宅

を一生に 1回の買い物と考えている。その結果、

将来住宅を売却することを予定せずに、新築一

戸建て住宅を購入する。したがって、住宅の購

入者は、自分の好みにあった住宅を注文建設に

よって購入する。それが、中古住宅市場の回転

率をいっそう阻害する。注文住宅は建売住宅よ

りも経費がかかり、規模の経済性も享受できな

い結果、住宅価格は高くなる。

また、中古住宅市場が整備されていないため

に、住宅の資産価値を高めようとするインセン

ティプも生じない。これはメンテナンスの水準

を抑制し、建物の建替えや償却を早める結果に

なる。中古住宅市場が整備されれば、中古住宅

の回転率が上昇するだけでなく、新築住宅の選

択が注文住宅から建売住宅にシフトする結果、



住宅価格の低下とメンテナンスが進むことにな

る。これによって、住宅の老朽化を抑制するこ

とになる。中古住宅市場を整備するためには、

住宅についての品質情報を周知させるような制

度が必要であり、そのためには、八田（1997)

が提案する建築物登録制度が有効である。

1住宅価格と販売管理費

日本住宅総合センター（1992、1994）によれ

ば、日本の戸建て住宅価格は2,829万円である

のに対して、 1991年の購買力平価（196円／$）

で評価したアメリカの住宅価格は2,221万円と

相対的に低く、日米聞には平均で約600万円の

差がある。現在（1996年）の市場為替レート

(llO円）で評価すれば、この差はおよそ1,500

万円にもなる。このような住宅価格の差異は、

どのような原因から生じるのであろうか。

その理由のーっとして、日本では、敷地面積

が不整形なために、整形化された土地で建設さ

れる住宅と比較すると、さまざまな寸法や、さ

まざまな種類の材料を必要とすることからコス

トが割高になるという点が、以前から指摘され

ている。また、日本の住宅はほとんどが注文住

宅であるのに対して、アメリカの住宅はほとん

ど建て売り住宅である。その結果、日本では、

さまざまな注文や、消費者の好みにあった注文

を得るために、販売管理費や販売促進費がコス

やまざき・ふくじゅ

1954年埼宝県生まれ。 1983年東

京大学大学院経済学研究科博士

課程修了。上智大学経済学部講

師、助教授を経て、現在、同教
授。
著書：『土地税制の理論と実

証J（共著、東洋経済新報社）

にきめの細かいサービスを提供していることに

なる。

それではなぜ日本では注文住宅が多く、アメ

リカでは建て売り住宅が多いのだろうか。同様

に、日本では建築材料の標準化はどうして進展

しないのだ、ろうか。注文住宅が多いために標準

化が進展しないのは、どのような理由からであ

ろうか。このような問題を考えるために、まず

最初に、中古住宅市場の機能を考えてみよう。

2日米の中古住宅市場

まず日米について中古住宅市場のデータをみ

ておこう。表 1は、住宅ストック数と中古住宅

の流通量を日米英について表わしたものである。

1993年において、アメリカでは約420万戸が中

古市場で売買されているのに対して、日本は約

16.7万戸が売買されている。既存住宅に対する

中古住宅の流通量の比率をみると、 1993年の値

で、アメリカは3.9%、日本は0.41%となって

トを高めていると指摘されている。建て売りが いる。すなわちアメリカでは全住宅の約 4%が

主流であるために、アメリカでは

設計や工法を標準化することが容

易であるのに対して、日本の設計

や工法は標準化しにくいものとな

っているという指摘もある。ハウ

スメーカーとのインタビューによ

れば、このような注文生産のため

に、営業のために、かなりの資源

を投入しなければ住宅の販売は難

しいといわれている。多くの営業

マンを動員し、多様な広告宣伝を

することによって、日本の消費者

表l一既存の住宅ストック量と中古住宅の流通量 （単位：千戸）

住宅ストック戸数｛a) 流通量（b) (b)/(a）×100 

アメリカ（1993年） 106' 611(70'362) 4,203(3,802) 3.9 %(5.4 %) 

イギリス（1991年） 19' 725 1,225 6.2 % 

日 本（1993年） 40' 835(24'183) 167 (99) 0.41%(0.41%) 

注）（ ）内はアメリカの単世帯住宅（Single-familyunit）日本の戸建ての住宅数

を示している。
出所）アメリヵ： EconomicOutlook , National Association of R印 !torsvol.3. 

No.3 March, 1996. U.S. Department of Commerce, Construction Review, 

Spring, 1995. American Housing Survey, 1993. 

日本：総務庁 f住宅統計調査j。

イギリス：住宅金融公庫『海外住宅DATANOW』No.6,1996 
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表2 住宅形態別世帯移動状況の比較
（日本、イギリス、アメリカ）

図1 住替えに関する意識

日本
日本側住宅購買者全体317人 アメリカ側住宅購買者全体102人

全体

1990年から95年の 持家

5年間の年間平均値 公的借家

民営借家

給与住宅

イギリス 全体

1992年 完全所有持家

ローン中持家

公的借家

その他賃貸

アメリカ 全体

1992年 持家

6.3% 

1.8% 

6.2% 

9.2% 

13.0% 

11% 

5% 

9% 

12% 

26% 

16.7% 

8.1% 

1 % 10% 

31% 

30% 9% 9% 

口定住志向図状況に応じて住替え図計画なし

露住替により資産価値を高める圃その他

41% 

借家 32.0% 出所）日本住宅総合センター『住宅価格の日米比較IIj (1994）。

出所）建設省『建設白書J(1996）。

中古市場で取引されているのに対して、日本で

はその10分の 1しか売買されていない。これを

戸建て住宅でみると、日米の差はいっそう大き

くなる。ちなみに、 1991年のイギリスについて

この比率を見ると、アメリカ同様約6.0%とい

う高い値を示している。

このように、既存の住宅ストックに対する中

古の流通量を日米英で比較すると、日本の中古

住宅市場がきわめて厚みのない市場であること

がわかる I）。 アメリカやイギリスに比較する

と、日本では、中古住宅の取引量がきわめて少

ない。よく指摘されるように、アメリカでは多

くの人々が住宅を売買することによって、一生

のうちに何回も号｜っ越しをするといわれている。

また労働市場や教育制度にも多くの原因がある

と思われるが、アメリカは非常にモピリティの

高い社会である。それに対して、日本では、教

育制度や終身雇用制のために、一生の聞に引っ

越しをする回数は比較的少ない。仕事を求めて

地方に守｜っ越したり、退職後に避暑（寒）地に

移り住むというケースはきわめてまれである。

また最近では、教育制度のために（子供の学校

を変えたくないために）父親だけが単身赴任す

るというケースが注目されている。日本の社会

のモビリティの低さは、この中古住宅にも反映

されている。

いま述べた点は次の表からも確認することが
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できる。表2は、日米英の居住形態別の世帯移

動状況を比較したものである。この表から、平

均して 1年間に日本では6.3%の世帯が転居し

ているのに対して、アメリカでは16.7%、イギ

リスでは11%の世帯が転居していることがわか

る。特に持家世帯の転居率は日本が1.8%であ

るのに対して、アメリカは8.1%ときわめて高

い。興味深いのは、民営借家世帯での転居率が

日本では約9.2%であるのに対して、アメリカ

は32%、イギリスでも約40%と日本の 3～4倍

程度の高さになっている点である。このような

社会的背景の違いや、中古住宅の流通量をみて

も、アメリカに比較して、日本の人々があまり

転居をしないことがわかる。これに対して、こ

れらのデータからアメリカの人々が住宅の売却

と購入を繰り返しながら、地域聞を移動してい

るという姿が浮かび上がってくる。

よく指摘されるのは、このような転居率の差

は、日米の定住志向の差を反映しているといわ

れている。しかし、そのような定住志向の差は、

本当に日米の文化的な差異から生じているので

あろうか。「定住志向」という概念をどのよう

に定義するかにも依存しているが、図 1のアン

ケート調査（住替えについての意識の違いを日

米について調査したもの）によれば、定住志向

はアメリカのほうが日本よりも高いという結果

になっている。「計画なしjという回答を含め

ても、この傾向は変らない2）。むしろ、日本の



転居率の低さは、とりわけ持家世帯の転居率の

低さは、中古住宅市場が整備されていない点に

原因があると考えられる。この点を次に詳細に

検討してみよう九

『建設白書』（1996）によれば、日本の住宅

の寿命は約26年、アメリカのそれは約44年、イ

ギリスでは75年である 4）。その原因のーっとし

て、日本では、都市構造が将来大きく変化する

ことが多くの人々に予想されていることが考え

られる。人口流入によって高い成長率が予想さ

れる都市においては、堅固な住宅を建てること

は合理的ではない。将来のより効率的な土地利

用が予想されるときは、現在は低度な土地利用

や寿命の短い住宅を建てることが、将来のより

効率的な土地利用を実現するうえで安上がりで

あるの。しかし、原因はそれだけであろうか。

その他の原因は考えられないのだろうか。

さきの表 1のデータは回転率と解釈すること

ができる。アメリカの中古住宅（戸建て）の回

転率は0.054であるのに対して、日本の中古住

宅（戸建て）の回転率は0.004である。したが

って、住宅の寿命に回転率をかけると売却回数、

つまり一戸の住宅が立て替えまでに何回売却さ

れるかという回数がわかる。これを求めると、

アメリカでは、一戸の住宅が建てかえられるま

でに、 2.4回売却され、日本ではそれよりもは

るかに低い0.11回しか売却されないことがわか

る。

これに対して、日本では木造住宅が多いため

住宅寿命が短いから、売買回数が少なくなって

いるという反論が考えられる。したがって、建

て替えも取引回数に入れて計算すると、 44年間

で日本の住宅は1.8回（0.11+44/26）取引されて

いることになるのに対して、アメリカの住宅は

3.4(2.4+1）回取引されていることになる。依

然として、アメリカの中古住宅の取引回数は日

本のそれの約2倍である。いま述べたように、

定住志向が高くないにもかかわらず、中古住宅

取引量が少ないのは、日本の中古住宅市場が十

分に整備されていない、厚みのないマーケット

であることを示す証拠である。

それでは、なぜ日本の中古住宅の取引量は少

ないのであろうか。その基本的な原因は、消費

者が中古住宅についての情報を十分に得られな

いからである。また、消費者が問題のある住宅

を誤って購入したときに、その責任の所在が明

確に規定されていないからである。中古住宅の

買い手と売り手との間では著しい情報の非対称

性が存在する。よくいわれるように、情報の非

対称性が売り手と買い手の聞に存在する場合に

は、その市場自体がうまく機能しなくなってし

まう。これは経済学で「レモンの原理」と呼ば

れている。

売り子のほうが住宅の品質について十分な情

報をもっているのに対して、買い手のほうが品

質について十分な情報をもっていないときにど

のようなことが生じるであろうか。いま、住宅

の品質に差がある場合を考えてみよう。中古住

宅で品質のよいものと悪いものの 2種類が存在

すると考えてみよう。ある割合で品質のよいも

のと悪いものが混在するために、中古住宅の価

格は、品質のよいものの価格と悪いものの価格

の平均値に等しくなる。すなわち、買い手にと

っては、どれが品質のよいものであり、どれが

品質の悪いものであるかが明らかでない以上、

中古住宅市場では平均的な価格が付けられる。

きて、そのとき売り手はどのように行動する

であろうか。売り手は自分の保有する住宅が品

質のよいものであるときには、中古住宅で質の

よい住宅を売却しようとはしないであろう。中

古住宅市場で形成される価格は平均的価格であ

るために、良質な住宅にとってリーズナフ、ルな

価格とはなっていないからである。他方、品質

の悪い住宅の保有者にとっては、そのような価

格は非常に有利な価格になっている。なぜなら

中古住宅価格には質のよい住宅価格がおり込ま

れているからである。したがって、品質のよい

住宅の保有者は自分のもっている住宅を売却し

ようとはしない。これに対して、悪い品質の住

宅の保有者はその住宅を売却しようとする。し
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たがって、市場で取引される住宅 図2 住宅の価値に対する意識

の品質はすべて品質の悪いものに

なってしまう。これが「レモンの

原理jであるヘ

日本側住宅購買者全体2,208点

9% 

アメリカ側住宅購買者全体511点

55% 

30% 

77% 

口資産価値を 圃利用価値を 口美的価値を
重視する 重視する 重視する

日本では、中古住宅市場につい

ての情報が不完全なために、売り

主が買い主を偽って売却した場合

にも、責任の所在が明らかでない。

したがって、売り手と買い手の情

報の非対称性はいっこうに解決さ
出所）日本住宅総合センター『住宅価格の日米比較IIJ (1994）。

れない。アメリカのある州では、

住宅の建築段階にしたがって、地 表3←注文住宅と建売住宅の比率 （単位：戸）

日 本 アメリカ

1993年 1994年 1995年 1990年

方公共団体による10数回の検査に

合格することが義務づけられてい

る。この厳格な検査制度によって

住宅の質が確保されているといわ

れている。その他に長期にわたっ

て住宅の性能保証をする保険制度

注文住宅 531, 034 (81. 7%) 573,173(79.8%) 537 ,680(79.4%) 9% 

建売住宅 119. 272 (18. 3%) 144,698(20.2%) 139. 550 (20 .6%) 91% 

出所）アメリカ・日本住宅総合センター I住宅価格の日米比較』 (1992）、 61頁。
日本：建設省『住宅着工統計』。

があり、これらが情報の非対称性を緩和してい

る7）。

3建て売り住宅と注文住宅

日本住宅総合センター（1994）のアンケート

調査によれば、図 2にあるように、アメリカの

消費者は住宅を購入する際に、その資産価値を

重視しているのに対して、日本の消費者は利用

価値を重視していることがわかる。この結果は、

将来の売却可能性の差異を強く反映していると

考えられる。いいかえると、これは日本では中

古住宅を市場で売却する可能性が低いことを示

唆している。

それでは次に、日本のように中古住宅市場が

整備されていない場合には、どのようなことが

生じるかを考えてみよう。いま中古住宅市場が

整備されていて、中古住宅を自由に売買できる

場合と、中古住宅市場が整備されていないため

にほとんど売却の可能性がない場合とを比較し

てみよう。

日本では、中古住宅市場が整備されていない

ために、個々人は将来の売却を考慮せずに住宅
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を購入する結果、カスタムメイドを選択する。

すなわち個人の好みに合った住宅、つまり注文

住宅を選ぶのが支配的である。将来、売却の可

能性があるならば、標準的な建て売り住宅のほ

うがよりリーズナフ、ルな価格で売れるはずであ

る。これに対して、日本では多くの人々が住宅

を一生に 1回の買い物と考えている。これは中

古住宅市場が整備されていないことに基本的な

原因がある。

表 3は、新築住宅に占める日米の注文住宅と、

建て売り住宅の戸数とその比率である。 1995年

において日本の新築住宅のうち約54万戸が注文

住宅であり、約14万戸が建売住宅である。日米

を比較すると明らかなように、アメリカの住宅

の9割以上が建て売りなのに対して、日本の建

て売りは 2割にすぎず、注文住宅の比率が相対

的に高いことがわかる。日本では、多くの人が

分譲された宅地に注文住宅を建てるのに対して、

アメリカでは、宅地開発と住宅がセットになっ

ている。中古住宅がリーズナプルな価格で売れ

ないから、転居が抑制されており、このように、

転居率が低いという結果になっている。



表4一住宅リフォームの状況

住宅投資額 Repair & 住宅ストック
(a)/(b) 

ために、建物のメンテナンスに十

分配慮し、将来の資産価値が上昇

するように住宅を使用する。他方、

日本では将来の売却の可能性がな

いために、建物に対するメンテナ

ンスの水準が過小になる可能性が

(GNP比率） Maintenance( a) 価値（b)

アメリカ 120蜘州.0%) 1,083億ドル 56,500億ドノレ 1.9 % 

日 本 256,443億円（6.1%) 3, 711億円 228. 7兆円（実質） 0.16% 

出所）アメリカ： U.S.Department of Commerce, Construction Review, Spring 

1995. 

日本：建設省『建設統計月報』 (1995年5月）。

さらにその結果、建築コストの上昇、すなわ

ち販売促進費、販売管理費の上昇による建築コ

ストの上昇が生じる。注文住宅のほうが建て売

りよりも販売管理費や促進費が高くなることは

容易に想像がっしこれが日本の建築コストを

高めている一つの原因である。さらに、このよ

うな注文住宅のために標準的な仕様や、部材の

標準化が進展せず、それが、技術革新や大量生

産によるコストダウンを妨げているヘ

日本住宅総合センター（1992）は、この点に

関して、「米国では、……ほとんどの住宅資材

に仕様上の互換性があり、技能者にその施工方

法が周知されている。……j9）さらに、「建築部

材の標準化が進めば、……質の高い住宅を適正

価格で供給することが可能になるjlO）と述べて

いる。

さきに述べたような原因が、中古住宅市場の

整備をいっそう遅らせている。多くの人々が個

人の好みにあった住宅を建築するために、将来

売却の必要性が生じたときにも、そのような個

人の特殊な選好にあった注文住宅を売却する可

能性はきわめて低い。したがって、リーズナブ

ルな価格で売却することができなくなる。この

ように中古住宅市場が整備されていないために、

またそれが原因となって中古住宅市場の取引を

阻害するという結果になっている。カスタムメ

イドの住宅が売りにくいことは明らかである。

個人の細かな要求に沿った住宅は多くの人々に

とって受け入れがたいものである。

4住宅リフォームの状況と税制

アメリカのように中古住宅市場が整備されて

いる場合には、人々は将来の資産価値を高める

向い。

この点に関連して、住宅の維持、修理や改善

にどの程度の資本が投下されているかを日米で

比較してみよう。表4は、住宅の維持や改善に

費やされた投資額と投資率を示している。アメ

リカは1993年に約1,083億ドルが投資されてい

るのに対して、日本は約3,711億円が住宅の「改

装等Jに投資されている。 GN P比率でみるか

ぎり、日本の住宅投資がアメリカのそれより低

いとはいえない。しかし、住宅の維持、改善投

資を、住宅ストックで割って住宅ストックの維

持改善率を求めると、アメリカは1.9%である

のに対して、日本は0.16%という低い値を示し

ている II）。さらに増築や改装を含めると、この

金額は 1兆4,424億円になり、住宅ストックの

価値でト割った比率は0.63%といくぶん上昇する。

しかし、アメリカに比較するとその値は依然と

して低い。このように、将来の売却の可能性を

考慮しないと、メンテナンスの水準が低下する。

先に述べたように、住宅寿命がアメリカに比

較して短いという点も、中古住宅市場で売却で

きないからである。自分の残りの人生よりも耐

久性の高い住宅を建てても、死亡時にそれを売

却して、資産を流動化することができない。し

たがって、寿命の長い住宅を建築することは合

理的ではない。この点は土地税制にも関係して

いる。現行は土地や住宅を相続してから売却し

たほうが、それを売却して金融資産を相続する

よりも有利である。さらに、中古住宅市場で売

却できないので、相続後に土地や住宅を売却す

るのではなく、立て替えるのが普通である。も

し、相続や土地取引において税制が中立的なら

ば、住宅の滅失時点と相続時点は必ずしも一致

しないはずで、ある。中古市場が整備されていれ
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ば、どの時点でも売却することができる結果、

効率的な利用と資産価値を高めるインセンティ

プがf動くようになる。

中古住宅市場が十分に機能しない原因として、

さらに 2つの理由が考えられる。一つは借地借

家法であり、もう一つは土地住宅税制によるも

のである。借地借家法のもとでは、リーズナブ

ルな家賃で借家を借りることができないために、

転居の必要性が生じた場合に、転居のタイミン

グと住宅の売買をシンクロナイズしなければな

らないという問題が発生する。もしこのような

場合に、賃貸借市場が十分に機能しており、リ

ーズナプルな値段で借家を借りることができる

ならば、まずはじめに借家に転居をした後で、

有利なタイミングで自分の住宅を売却すること

ができる。次に、値段が下がったと思われると

きに転居先で住宅を購入することができれば、

住宅の売却と購入がスムーズに行なわれること

になる。これに対して、リーズナプルな値段で

借家に住むことができなければ、すぐ新規の住

宅を購入しなければならない。またそのとき、

現在の住宅を必ずしも最適なタイミングでなく

とも売却しなければならない。したがって、借

地借家法によって、賃貸住宅市場が十分に機能

していないことが、中古住宅市場の売却を阻害

し、またひいては中古住宅市場の取引量を抑制

し、整備を遅らせる原因になっている l九

第 2に、土地譲渡所得税や不動産取得税等の

土地や住宅に対する取引税があるために、住宅

の売却が阻害されている。その結果、中古住宅

市場の取引量は相対的に小さなものになってし

まう。しかし、譲渡所得税には3,000万円所得

の控除があるので、実際の取引回害効果は限ら

れたものかもしれない。

5情報の非対称性を緩和する方策

建築コストを下げると同時に、住宅の品質を

高い水準に維持するためには中古住宅市場を整

備することが必要である。中古住宅市場が整備

されれば、すでに述べたように、人々は将来の
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売却の可能性を視野にいれて行動する結果、リ

ーズナブルな価格で売れる標準的な住宅を求め

ることになる。これは建て売り住宅の生産を促

し、資材の標準化に貢献する。これらは、いず

れも建築コストの低減をもたらすことになる。

中古住宅の整備のためには、不動産業者に情報

の提供義務と責任を負わせるという方法が考え

られる l九

これは情報の問題を解決する一つの方法であ

る。情報の非対称性によって発生するこのよう

な問題に対して、その他にどのような対策が講

じられるべきであろうか。公的な介入によって、

情報の非対称性を緩和することは可能であろう

か。あるいは民間のサービスを用いて解決する

ことは可能であろうか。この点について以下で

は考えてみよう。

建築基準法にはいわゆる単体規定と集団規定

とがある。集団規定というのは周辺の環境に及

ぼす悪影響をコントロールするために課せられ

た規定であり、容積率や建ぺい率といったもの

が規制の対象になる。容積率規制は、公共サー

ヴィスに対する混雑現象を緩和するために用い

られている。これに対して、単体規定というの

はもっぱら建築物の安全性についての規定であ

り、消費者、利用者に対して安全な住宅を供給

するためのものである。しかし、このような単

体規定の下でも、建物の構造や住宅の安全性に

ついて、現在のところ、消費者が十分な情報を

持っているとはいえない状態にある。もし十分

な情報が消費者にあれば、危険な住宅の価格は

下がり、それによって不利益を被るのは建主で

あるから、建主が利益を得るためには、自ら高

い安全’性を持った住宅を建てるというインセン

ティブが働くはずである。

しかし、すでに述べたように、情報の非対称

性によって、建物の購入者はどのような構造、

どのような材料によって住宅が建築されている

かについて十分な情報を持っていない。すなわ

ち、建設業者と購入者との聞には大きな情報の

非対称性がある。同じように、住宅の中古住宅



市場においても、売り主と買い主の聞にこの問

題は持ち込まれることになる。したがって、住

宅の安全性についての情報をどこかに明示して、

それらを周知させるようなシステムが必要でトあ

る。

いまこのような住宅の安全性について、外部

の民間業者を利用して住宅の格付けをすること

が可能であるかどうかについて考えてみよう。

現在でも、公的な検査官として建築主事が検査

を行なうという制度がある。しかし、八回

(1997）がいうように、現在の建築主事の数は

あまりにも不十分なために、ほとんどの建物は

検査を行なっていない。たとえ検査が行なわれ

たとしても、それがどこにも登記されない、ど

こにも登録されないために、他の人にとってこ

の建物自身が十分な検査を受けたものかどうか

についての情報は得られない。したがって、住

宅の保有者が、このような検査を受けるような

インセンティブを持たない。

八田は、この点について興味深い指摘をして

いる。日本では多くの建物が建築基準法に違反

しており、とくに集団規定については建築違反

がはなはだしい。したがって、単体規定につい

て、つまり住宅の安全性についての検査を受け

ようとすれば、必ず集団規定についての違反が

暴露されてしまう。したがって、集団規定につ

いての違反が発覚しないようにするために、単

体規定の安全基準を検査するインセンティブも

なくなってしまうというのである。個々の消費

者にとっては、安全な住宅が望ましいにもかか

わらず、安全性をチェックすることは、建築基

準法違反の発覚という悪い副作用を持つのであ

る。

このような単体規定についての問題点を克服

するために、八田（1997）は集団規定のチェッ

クと単体規定のチェックを切り離したうえで、

次のような 2つの提案をしている。第1は、民

間の検査士によって、中間検査や完了検査を建

物の所有者が受けられるようにする。そして、

その検査結果を建築物登録制度に記載できるよ

うにすることを提案している。このような検査

結果を登記簿に載せることが望ましいのである

が、政治的理由からそれに対しては強い抵抗が

あると予想されるので、代わりとなる建築物登

録制度を新しく導入して、多くの人たちにこの

建築物が検査済みであるということを周知させ

る。

興味ある買い手はこの建築物登録制度によっ

て、建築物が検査済みか否かをすぐに知ること

ができる。このような制度の下では、個々の建

物の保有者には建築物の検査を受け、その結果

を登録するという強いインセンティブが働く。

なぜならば、もし建築物登録制度に記載されれ

ば、建物の安全性が周知される結果、より高い

価格で住宅を売却することが可能になるからで

ある。したがって、このような建築物登録制度

によって、住宅の安全性についての情報を多く

の人が閲覧できるということが、この制度のい

ちばんのポイントである。

もちろんこのような民間の検査士によって検

査を行なうためには、民間検査士自身の能力を

査定して、免許を与えるような制度が準備され

ていなければならない。民間の検査士のなかに

は、建築業者と結託して誤った情報を流したり、

手抜き検査をするような検査土が生まれるかも

しれない。そのような検査士を排除するような

検査士の免許制度が必要である。

八田のもう一つの提案は、暇庇保険システム

を作り、その保険に加入している新築住宅に関

しては、その旨を建築物登録制度に記載できる

とするものである。住宅建築の依頼主が、保険

会社に保険料を払って自分の住宅が安全なもの

であるかどうかについて保険をかける制度であ

る。保険会社は、その住宅について自ら検査し、

安全な住宅であるかチェックする必要性が生じ

てくる。保険会社が住宅をチェックしたうえで、

安全なものならば、一定の保険料の下で保険サ

ービスを提供することになる。もし、保険会社

が見落としたために、建築物に何らかの危険が

発生した場合には、保険金が保有者に支払われ
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る。したがって、保険会社は自らのノウハウを

用いて、住宅の安全性をチェックすることにな

る。そのために保険会社は建築物の安全性をチ

ェックできるようなスタッフをそろえていくこ

とになる。

第 1の提案と同じように、ここで重要なこと

は建築物登録制度である。これに記載されるこ

とによって、信頼が高まり、保険会社の保証の

下に住宅の安全性が周知される。潜在的な住宅

の需要者は、この建築物登録制度を閲覧するこ

とによって、保険に入っているか、入っていな

いかをチェックできる。すなわち、誰でもがこ

の住宅の安全性を確認することができるのであ

る。八回の提案の興味深い点は、その結果、保

険会社は施工会社のランク付けを行なうように

なると述べている点である。つまり、さまざま

な住宅に保険を提供することによって、どの施

工業者がより多くの璃庇を生み出したか、どの

ような手抜き工事をしたかの情報を得ることに

なる。保険会社が建築会社の安全性に対する関

心の程度を評価できるという点が、このシステ

ムの特徴である。また逆に、そのような情報を

用いてチェックされるために、施工業者間の競

争からよりよい品質の住宅を建築しようという

インセンティプが施工業者に働く。

以上の八田の議論は、単体規定について住宅

の安全性を高めるために、どのような制度にす

べきかという議論である。住宅の品質について

の情報が、このような建築物登録制度に記載さ

れれば、あるいは登記台帳に記載されれば、有

益な情報が多くの人々に行き渡るようになる結

果、中古住宅市場の取引が活発に行なわれるよ

うになる。中古住宅の購入者は、建築物登録制

度を見て、この住宅が十分安全で、さまざまな

危険に耐えられるものであるということを確認

することができる。このような安全性について

の情報の問題を解決する建築物登録制の必要性

は、きわめて大きなもののように思われる。
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おわりに

日本の住宅コストが高い原因として、 2つの

点が指摘されている。まず第 1に、注文住宅が

多いため販売管理費がかかり、それが日本の住

宅価格を高めている。第2に、部材の標準化が

進んでいないために互換性がなく規模の経済が

実現できず、それが部材の価格を高めている。

他方、日本の中古住宅市場は整備されていず、

既存の住宅ストックに対する中古住宅取引量の

比率はきわめて低い状態にある。この論文では、

中古住宅市場と住宅価格の聞にどのような関係

があるのかを分析した。日本では、中古住宅市

場が未整備であるために、人々の住宅に対する

態度がアメリカと異なっている。住宅の寿命も

アメリカに比べて短く、メンテナンスも十分で

ない。それは中古住宅を市場で売買するという

可能性が低いからである。人々は、将来自分の

家を売却するという可能性を考慮に入れずに、

新築住宅を購入する結果、建て売りよりも注文

住宅を選好することになる。これが新築住宅に

おける注文住宅の比率を高め、結果的に住宅価

格の上昇を招いている。

同じように、注文住宅のために部材の標準化

が進まず、規模の利益を享受できない結果にな

っている。また住宅の平均寿命が短く、メンテ

ナンスがいきとどかないのも、将来、資産価値

を高めて売却するというインセンティブが発生

しないからである。アメリカのように、中古住

宅市場が整備されていて、自由な取引が行なわ

れるようになれば、消費者は将来の売却を考え

て新築住宅を購入したり、中古住宅を購入する

ようになる。その結果、標準的な仕様の住宅を

選好するようになるであろう。これは、建て売

り住宅の比率を高めるとともに部材の標準化を

促進することになる。したがって、中古住宅市

場を整備することが、新築住宅の価格を引き下

げる大きな引き金になる。

中古住宅市場を整備するためには、中古住宅

市場の情報の非対称性を取り除くことが必要で



ある。その手段として不動産取引会社に一定の

責任と、情報の開示という義務を負わせること

が、中古住宅市場を整備、発展させるために不

可欠である。これによって、買い手と売り手の

聞の責任の所在が明確になるであろう。あるい

は八田（1997）が提案するように、登録制度を

用いたり、保険会社を介在させることによって、

住宅の品質評価を周知させることが必要である。

情報の非対称性を住宅の買い手と売り手の問で

緩和させることができれば、中古住宅の売買は

容易になるとともに、日本の転居率は高まるこ

とが予想される。

従来は、住宅が自由に売れないために、転居

率が抑制されていたと考えることができる。転

居率の向上は、住宅の構造にも無視できない影

響を与えるかもしれない。転居率の向上は、転

居しやすい住宅のスタイルが選ばれることを意

味する。アメリカ型の住宅のように冷蔵庫や、

電子レンジやクローゼットがすべてビルトイン

されているような住宅が供給されることによっ

て、住宅の売買はよりいっそう容易なものとな

るであろう。

＊ 本稿は経済審議会行動計画委員会（1996年10月）に

おける土地・住宅ワーキンググやループでの議論が出

発点になっている。グループのメンバーである岩田

規久男（上智大学）、西村清彦（東京大学）、福井秀

夫（法政大学）の諸先生が、このような機会を提供

してくださったことに感謝したい。また住宅経済研

究会のメンバーから貴重なコメントをいただいた。

データ等については、建設省住宅局の中野寛氏、福

田充孝氏からご教示いただいた。ここに記して感謝

する。
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1) 時系列的にみても、中古住宅取引量やその比率は

大きく変化していない。『建設白書』（1996）参照。

2) この調査は一戸建ての購買者を対象にして、日本

（仙台市およびその近郊）とアメリカ（ワシントン州

シアトル近郊）で実施したアンケート調査である。詳

しくは、日本住宅総合センター（1994）参照。

3) アメリカのある幼稚園では、フランチャイズ制を

採用しており、親の転居に伴って転校するときに、

カリキュラムや進度の違いが地域間で発生しないよ

うにしているという。このような教育法を皮肉って

ケンタッキーフライドチルドレンと呼ぶそうである。

伊藤（1995)p.335参照。

4) 建設省『建設白書.I (1996）、 47頁。

5) これは、日本は期待地価上昇率が高いことを意味

している。転用コストの存在を前提にすると、地価

の期待上昇率の変化は、土地の転用に影響を及ぽす

ことがわかっている。金本（1992）、岩田ほか

(1993）参照。

6) いま情報の非対称性が存在しないならば、品質の

よい住宅の価格はPc、品質の悪い住宅の価格は日（＜

Pc）に決まるとしよう。非対称情報の下で危険中立

的な買い手が付ける価格は、このときPA＝αPc十（1

－α）Paに等しくなる。ここでαは、品質のよい住宅の

全住宅に対する比率である。すぐわかるようにPa<

PA<Pcである。その結果、品質のよい住宅の保有者に

とって市場価格はリーズナブルな値になっていない。

7) この点については建設省住宅局（1994）を参照。

8) 日本建築学会（1996）の三津千代治氏（ミサワホ

ーム社長）に対するインタビューを参照。同じく同

号で、平野吉信氏（建設省建築研究所）は、日本で

は建築材料の標準化が進展しないために、建築コス

トが相対的に高くなっていると論じている。

9) 日本住宅総合センター（1992)52頁。

10) 日本住宅総合センター（1992)75頁。

11) 「改装等jの内容は次のとおりである。

内装の模様替工事（壁紙、天井、床の張替等）、間取

りの変更工事、窓、扉等の取換工事、台所等給排水

設備の改善工事（台所設備改善を含む）、使所の設備

改善工事、浴室の設備改善工事、集中冷暖房整備の

設置工事、太陽熱温水器の設備工事（ソーラーシステ

ム）、断熱工事、結露防止工事、防音工事、屋根のふ

き替え工事、屋根、外壁等の塗り替え工事、基礎、

構造の補強工事。なお、工事実施額が10万円以下の

ものは除かれている。

12) この点は、大阪大学の八回達夫氏との議論から得

られた知見である。氏に感謝したい。

13) 建設省は住宅性能保証制度を新築住宅だけでなく、

中古住宅に拡大することを検討している。『日本経済

新聞』 1996年6月3日付。

参考文献

日本住宅総合センター（1992）『住宅価格の日米比較』。

日本住宅総合センター（1994）『住宅価格の日米比較

II.I。
伊藤元重（1995）『ミクロ経済学』日本評論社。

建設省住宅局（1994）「北米における住宅および住宅部

品、資材コスト調査報告書J。
日本建築学会（1996）『建築雑誌.I 9月号。

岩田規久男・山崎福寿・花崎正晴・川上康（1993）『土

地税制の理論と実証』東洋経済新報社。

金本良嗣（1992）「土地税制と遊休地の開発」伊藤・野

口編『日本経済のストック化j第 7章、日本経済新

聞社。

八回達夫（1997）「住宅市場と公共政策J『住宅の経済

学』日本経済新聞社（近刊）。
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土地収益率と地域間情報伝達

井出多加子

はじめに

日本の土地市場について多くの実証研究が進

められるなか、もっとも困難な問題の 1つは、

周知の通り、地価データの未整備にある。地価

公示をはじめとしてさまざまな年次データが公

表され調査地点も頻繁に変更されている。本稿

では、このような問題点を克服するため、（社）

全国宅地建物取引業協会連合会（以下「全宅

連」と略）の調査によるミクロのパネルデータ

を利用して、 1988年からのパフ、ル末期とそれ以

降の崩壊期に、各地域の土地市場がどのような

相互依存関係にあったか検証する。

全宅連の付属機関である不動産総合研究所は、

毎年10月1日付けで「地価動向調査報告書」を

作成している。この調査は全国統一の手法によ

り進められ、主な特徴は次の 3点にある。①

1988年以来地点の変更がない（調査地点は適時

追加）、②全国規模の約9,000地点を対象、③不

動産取引業者の評価による市場価格である。こ

のうち最大の利点は、①にある。調査地点の変

更が頻繁にある場合、予備段階として調査地点

の変更の影響を後述の統計的手法で取り除くな

どしなければならない。この場合、時点を通じ

て地価の決定メカニズムにどのような変化があ

ったのかを知ることが困難であるうえ、推定結

果をもとに標準地価を加工するため、時系列の

サンプルサイズが極端に小さく、クロスセクシ

ョンの情報も失われる。地点変更がないミクロ

データという点をいかし、土地市場の情報効率
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性を地域波及との関連で検証することで、情報

効率性を新たな観点から検討することができる。

本稿の構成は次の・とおりである。第 1節で首

都圏の住宅地地価のへドニツク関数を推定し、

バブル末期と崩壊後を通じて属性の影響がどの

ように変化してきたかを検証する。そのうえで

第2節において、同地域の民間一戸建て賃貸住

宅家賃のへドニック関数を推定し、地価調査地

点に対応する標準家賃を加工する。第3節では、

調査地点ごとの事後的収益率をもとに、土地市

場の情報効率性を地域間波及とともに検討する。

従来の情報効率性テストを一歩進め、地域聞の

cross autocorrelationsと土地取引の頻度を比

較することで、市場の情報構造をさらに明らか

にする。

l地価のへドニック関数

地価は、よく知られるように、駅からの距離

や前面道路など特有の属性によって大幅に異な

る。このような所在地の属性が地価にどの程度

反映されているか、それをデータから統計的に

知る方法がへドニック関数で、具体的には地価

を従属変数、所在地の属性を説明変数とする式

が推定される。

これまでにもマンション価格や地価のミクロ

データを用いて、へドニック関数の分析が行な

われてきた。従来の分析対象は局所的なものと

広域的なものに分けられる。たとえば仙台市の

市街地を対象とした宮本ほか（1996）では、傾

斜地などの地形が考慮されているが、住環境な



ど広域的影響を把握することが困難になる。こ

れに対して、中村（1996）の首都圏マンション

価格分析やTabuchi(1996）の大阪圏の地価分

析など、広域的データを利用した研究が進めら

れ、通勤時間などの影響がより鮮明に把握され

ているが、住環境などの地域の属性が与える効

果が取り入れられていない。本稿では中村

(1996）と同様に首都圏全体を対象とする一方

で、所在地の人口密度などの住環境を導入する

ことによって、より住環境に感応的と思われる

住宅地地価を統一的に分析する。

首都圏住宅地地価のデータ

ここでは、東京を中心として一つの通勤圏を

形成すると考えられる 7都県（茨木、群馬、栃

木、埼玉、千葉、東京、神奈川｜）を対象とした。

全宅連の報告されているデータのうち、 1988年

から継続して調査された物件であって、最寄り

の交通手段へのアクセスポイントが駅（以下

「徒歩圏Jと略）で水道設備が公営という、住

宅地624地点を抽出した。第一種住居専用の地

点が236、第 2種は110地点となっている。これ

を県別にみると、茨城県 7地点、栃木県 7地点、

群馬県 7地点、埼玉県19地点、千葉県68地点、

東京都255地点、神奈川県261地点である。

また中村（1996）やTabuchi(1996）では、

路線別の構造的違いが検出されているが、本稿

でも首都圏の路線を 5種類に分割する。その内

訳をみると、山の手線内の26地点、東海方面

（京浜急行・東海道本線・東横線・小田急線方

面）の318地点、多摩方面（中央線・京王線・

西武線）の130地点、東北方面（京浜東北・東

上線など）の53地点、常磐方面（常磐・京成

線）の318地点である。このように路線別・県

別で観測数に違いがあるのは、主として対象を

徒歩圏に限定したためである。住宅地全体の平

均は地積が217m＇で指定容積率が 156%となって

いることから、東京などを除いて、一戸建て住

宅向けの物件といえよう九

次にへドニック関数の推定式を説明する。従

いでト・た力、こ

1957年東京都生まれ。 1993年慶

応義塾大学経済学研究科博士課

程修了。経済学博士。現在、成

践大学経済学部助教授。

論文 「地価バブルと地域間資

本移動」「現代マクロ経済学』

（共編著、東京大学出版会）

来の研究でも推定式は、特定されているわけで

はない。ここでは、後の第 2節で地価と同様に

家賃のへドニツク関数も推定して土地市場の分

析を進めていく都合から、家賃のそれと地価の

へドニツク関数の推定式をできるだけ共通化す

るように設定した。従属変数は単位面積当たり

の地価（円／ぱ）で、自然対数に変換されている。

説明変数の主なものは、最寄り駅と東京駅間

の鉄道距離（m）、最寄り駅からの徒歩距離

(m）、建物床面積（ぱ）、角地ダミー、前面道

路幅（m）ならびに都市ガスダミーであって、

ダミーを除いてすべて自然対数に変換されてい

る。従来の研究では鉄道距離や徒歩距離などは

真数で推定したものが多いが、 Box Cox変

換で調べたところ、対数変換のモデルのほうが

説明力が高いことがわかったためである。建物

床面積とは地積×概算容積率である。建物床面

積を考慮した理由は、①後出の家賃のへドニツ

ク関数と対応させるためと、②地積や容積率な

どの制限が単位地価に与える影響を総合的に捉

えるためで、従来の研究でも両者が有意に単位

当たり価格に影響することが知られている。指

定容積率でなく実際の容積率である概算容積率

を利用したのは、両者が必ずしも一致しないか

らである。東京都の場合、実際は平均して指定

率の半分程度であるため、推定に指定容積率を

利用すると他の形態制限などの規制の影響を無

視することになり、当該土地に建築物を建てた

場合の床面積の効果が実際よりも過大評価され

てしまう 2）。

さらに住環境を考慮するため、所在市町村の

所得指標と人口密度の対数を説明変数に追加し
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にご、れ指導同得間未そ代やるをの
市区でそ得を戸所期がをの積れらた

崎各のを所一仰の定年値境面られつ
川がい計のミ1位田の環園えこか

と標な合市ダじ単推四年住公考くな
市指いの浜たゴ村はちMG、も強でい

浜得て市横つま町タう凹たはどが意な
横所れ崎、ぁ。市一の、してな線有い

、さ川しで崎、戸年め用し率共もて
だは告・用意しで～っ何た利と装重でし

たて報市利有て煮の～の引数舗多し用
。いに浜れにし時標∞∞告ま変路、加利

たつと横ぞ標入月指凶報の理道が追で

推定結果

表

へ
価

地
地

宅
住

推定期間

説明変数

山手線内

東海方面

多摩方面

鉄道距離（m)

鉄道距離×山手線内

鉄道距離x東海方面

鉄道距離X中央方面

最寄り駅徒歩距離

建物面積（ぱ）

建物面積X山手線内

建物面積×東北方面

建物面積×常磐方面

角地ダミー

前面道路幅（m)

都市ガスダミー

所得指標

所得指標×横浜市

人口密度

1988年ダミー

1989年ダミー

1990年ダミー

1991年ダミー

1992年ダミー

1993年ダミー

1994年ダミー

1995年ダミー

修正済み決定係数

F統計量

果
結

定
推

数
関

ク
ソ〆

1988-95年

係数 t値

数
変

属
従

1988-90年

m 
円

価
地

数
対

然
自

の

1991-95年

係数 t 値 係数 t f直

3.401 6.41 -4.027 4.13 -3.053 5.26 

1. 731 -9 88 1.886 5.87 1.588 8.26 

-2.926 12.42 3.583 8.22 2.505 9.75 

0.546 35.55 -0.614 21.75 ← 0.519 30.86 

0.386 7 .21 0.453 4.60 0.350 5.97 

。.174 10.82 0.182 6.16 0.165 9.33 

。.288 13.00 0.345 8.42 0.251 10.39 

0.056 14.47 0.061 8.63 -0.052 12.37 

0.148 17 .15 0.188 11.87 0.125 13.27 

0.048 2 .22 0.060 -1 50 0.041 1. 75 

0.026 1.86 0.044 -1. 74 0.017 1.15 

-0.045 3.20 0.055 2.09 -0.042 2. 72 

0.053 5.32 0.073 3.97 0.041 3. 77 

0.305 28.03 0.347 17 .35 0.278 23.36 

0.062 5.56 0.085 4.12 0.051 4.16 

1.148 27.55 1.287 17 .05 0.994 21.40 

0.034 13.09 0.031 6.40 0.035 12.26 

0.103 9.40 0.131 6.56 0.076 6.31 

11.444 35.78 11.024 18.85 

11.493 35.95 11.074 18.95 

11. 492 35.89 11.071 18. 91 

11.366 35.51 12 .198 34.48 

11. 223 35.11 12.053 34.12 

11.129 34.88 11. 956 33.91 

11. 076 34.76 11.900 33.80 

10.983 34.46 11.807 33.53 

0.829 0.820 0.834 

0.003 

推定結果を表 1に示す。推

定期聞はパプル末期と崩壊期

を含むため、構造変化を考慮

して、 1988～90年と1991～95

年の 2期間に分割した推定も

記載されている。全体として、

ほとんどの変数がよく知られ

るとおり、そして都市経済学

注）鉄道距離は、最寄り駅から東京駅までの距離。 F統計量は時間を通じて係数一定

という仮説のP値。建物面積＝概算容積率×地積で、概算容積率は東京都の現実の

容積率と指定容積率の関係から計算した。

の理論から期待される符号を満たしているもの

の、係数は時聞を通じて必ずしも安定していな

い。構造無変化の仮説は有意水準 5%で棄却さ

れているうえに、地域別の違いも大きい。各説

明変数の影響を個別にみてみよう。

東京駅から最寄り駅までの鉄道距離は有意に

マイナスを示している。東京駅からの距離が 1

%拡大すると地価が全期聞を通して0.55%下落

する。ただし期間を分けると、パフ、ル末期には

0.61%であったものが、崩壊後に0.52%に若干

下落している。方面別にみると、山手線内では

定数項が有意水準 5%でマイナスの値を持つも

のの、鉄道距離の影響が東北・常磐方面の 3割
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程度で、距離が拡大しても地価は全方面のうち

もっとも下がりにくくなっている九これは、

山手線内が東京駅だけでなく複数の中心地をも

つためであろう。この傾向は多摩方面と東海方

面でもみられ、距離拡大のマイナス効果は多摩

方面が東北・常磐方面の 5割弱、東海方面が7

割弱となっている。 多摩方面の定数項が大き

くマイナスであるのは、鉄道距離が東京駅から

の値であって、同方面の場合同駅から新宿・池

袋駅など多摩方面の山手線起点駅までの距離が

大きくなっているためであろう。そして多摩・

東海方面で距離拡大効果が弱いのは、住宅地と

して人気が高いためと考えられる。



最寄り駅からの徒歩距離は、鉄道距離と同様

に地価にマイナスに作用する。しかしマイナス

の影響は鉄道距離の10分の 1と小さく、徒歩距

離が 1%拡大すると地価は0.06%下落する。そ

してパブール末期と以降で鉄道距離と同程度に効

果が弱まった。

建物面積（＝地積×概算容積率）はすべての

路線でプラスに影響している。全体としては建

物面積が 1%増加すると、単位地価は0.15%上

昇していて、土地開発や住宅建設において規模

の利益を反映していると考えられ、大阪エリア

での Tabuchi(1996）の推定結果と類似して

いる。ただし山手線内、東北方面そして常磐方

面では、この建物面積の価格上昇効果が 1割程

度小さい。

角地ダミー、前面道路幅、都市ガスダミーは

ともにプラスの影響を有意に持ち、特に前面道

路幅の効果が大きく、角地で前面道路が 1%拡

大すると単価が0.35%上昇する。

説明変数のうち、もっとも大きなプラスの影

響を与えるのは所得指標であって、バブル末期

と崩壊後の影響の変化が激しいのもこの変数で

ある。全期間を通じて所得指標の 1%上昇は地

価を1.15%高めている。バブル末期にはこの効

果が1.23%であったのが、崩壊後にはその 7割

にまで大幅に低下した。人口密度は地価を上昇

させているが、やはりバブル崩壊後はその影響

力が6割に減少している。

以上をまとめると、首都圏住宅地地価に特徴

的なことは、次の 3点である。

(1）鉄道距離や徒歩距離など通勤コストを高める

要因はマイナスの影響を与えるが、山手線内、

多摩方面、東海方面ではこの影響は相対的に

小さく、俗にいわれる首都圏の地価波及の

「西高東低jを裏付けている。

(2）建物面積は単位地価を上昇させ、大阪圏の

Tabuchi (1996）の分析と結果一致するもの

の、首都圏マンション価格の分析（中村、

1996）とは逆になっている。

(3）バブル末期と崩壊後では構造的変化が大きく、

特に所得指標と人口密度の効果がバブル末期

の7～6割に低下した。

バブル末期とそれ以後の構造的変化は、バブ

ル期にみられた価格の差別化の動きを示すと思

われる。同時期にはより環境のよい質の高い物

件をより高く評価する市場の動きがあったと考

えられ、地価の地域格差拡大に貢献した。 こ

れは住宅サービスが上級財であることを反映し

ていて、パフ、ル期の所得上昇によって質の高い

物件へより多くの需要が集中したといえよう。

まったく同ーの推定式で全宅連データセット

の首都圏商業地地価を分析したところ、①所得

指標の影響が住宅地よりやや強く、近隣の購買

力を反映したものと解釈できる。さらに、②鉄

道距離の効果が住宅地の 5分の 2程度と小さく、

③建物面積や都市ガスなど、施設の利便性を反

映した変数の影響が住宅地より大幅に強く、④

各変数の影響は時間を通じてきわめて安定して

いることなどがわかった（井出、 1997b）。

2首都圏の家賃

土地市場は効率的か？ この問題を検証する

場合、まず土地の収益率であるインカムゲイン

を計算しなければならない。前述の地価データ

の調査地点と同ーの場所の地代は利用できない

ので、民間借家家賃のデータをもとに土地の各

地点の標準家賃を加工し、それを地代の代理変

数とする。すなわち賃貸物件の家賃のデータに

ついて地価と同様のへドニック関数を推定し、

その結果に地価調査地点の属性値を代入し、当

該地点の標準賃料を作成する。

借家家賃のデータとして、多くの研究者に利

用されている『週刊住宅情報（賃貸版H の一

戸建て物件を用いる。それは、ここで利用した

住宅地地価は上記のように一戸建て向けの土地

が多いと判断したためである。地価と調査時期

を統一するため、毎年10月の第 1週号を利用し

たところ平均して毎年950程度の観測値が得ら

れた。家賃としては、賃料のほかに、礼金や敷

金、管理費などが存在する。ここでは 2年居住
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するものとして、礼金額を毎月均等配分し管理

費を含め、月当たり家賃＝賃料＋管理費＋礼金

（月単位）賃料／24カ月として計算した。地価デ

ータと共通しない属性で地価のみに利用される

変数は、前面道路幅と角地ダミーである。

家賃データの場合、調査物件が毎年異なるた

め、 1年ごとのクロスセクションで推定した

(1994年のみの推定結果は表2）。住宅地地価と

比較したおもな相違点は次のとおりである。

(1）最寄り駅から東京駅までの距離のマイナス効

果は、住宅地地価の 5分の 2と小さい。

(2）建物面積は、山手線内をのぞき、単位家賃を

引き下げ、東北常磐方面ほどこの下落の程度

が大きい。

借地借家法の影響を調べる研究では、床面積

当たりの単位家賃が面積の拡大とともに上昇す

るかどうかが争点になっている。ここでは路線

で違いがあることから、同法の影響が人口構成

などによって異なる可能性も考えられ、また住

環境の把握などをより精密に行なう必要がある。

3情報効率性と地価の地域波及

次に土地市場の情報効率性を検討する。これ

は収益率の自己相関ゼロの検定であるが、不動

産市場については中神（1996）をはじめとする

諸研究で、情報効率性を否定する見解が出てい

表2一一戸建て家賃へドニック関数（1994年）

（従属変数：床面積当たりの家賃（円／m＇）の対数）

説明変数 係数 t値

定数項 7.227 11. 43 

山手線内 4.139 -2. 76 

東海方面 0.775 一1.89

多摩方面 0.443 0.90 

鉄道距離（m) 0.267 7.59 

鉄道距離×山手線内 0.154 0.90 

鉄道距離×東海方面 0.026 0. 71 

鉄道距離×中央方面 -0.063 1.40 

最寄り駅徒歩距離 0.042 3.33 

パス（分） O.Oll 5.98 

建物面積（ぱ） 0.060 2.54 

建物面積×山手線内 0.370 3.27 

建物面積×東北方面 -0.289 6.16 

建物面積×常磐方面 0.296 -6.40 

築年数 -0.063 9.36 

所得指標 0.791 9.33 

所得指標×横浜市 0.007 1.35 

人口密度 0.085 4.31 

修正済み決定係数 0.765 

注）築年数は、新築0.5年耐用年数80年としてロジット変換。

表3－土地収益率の平均値

期間 インカムゲイン 収益率

1989 0. 23% (0. 510) 5.35% (2.638) 

1991 0.23% (0.474) 14. 36% (0. 684) 

1995 0.36% (0.446) 8.04% (0.964) 

注）（ ）内は変動係数。

各地点の標準家賃を計算して地代とみなし求め

た各地点の事後的なインカムゲインと収益を表

3に示す。インカムゲインは推定期聞を通じて

図 1－東北方面の土地収益率
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て、米国でも調整費用の低い

株式で棄却されている

(Campbell= Lo= MacKin-

lay, 1997）。ここではパネル

データの特性を活かし、首都

圏の複数の土地市場における

収益率を比較し、複数の土地

市場の相互作用と相対的な効

率的性、そして取引頻度との

関係を調べる。
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住宅地収益率の地域波及

第 2節で得られた家賃ヘド

ニック関数の推定式をもとに、
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表4 cross-autocorrelation matrix 

YEILD NEAR FAR YEILD NEAR FAR 

全サンプノレ 多摩方面のみ

YEILD 1.000 1.000 

NEAR 0.293 1.000 0.316 1.000 

FAR 0.307 0.266 1.000 0.325 0.372 1.000 

YEILD ( 1) 0.096 0.080 0.095 0.025 0.051 0.047 

NEAR ( 1) 0.086 0.117 0.073 0. 040 0. 011 0.016 

FAR ( 1) 0.088 0.087 0.097 0.062 0. 040 0. 026 

YEILD ( 2) 0.104 0.114 0.097 0. 292 0. 304 0. 283 

NEAR ( 2) 0.106 0.081 0.109 0.289 0.280 0.311 

FAR ( 2) 0.111 0.116 0.100 0. 294 0. 270 0. 288 

山手線内のみ 東北方面のみ

YEILD 1.000 1.000 

NEAR 0.229 1.000 0.093 1.000 

FAR 0.193 0.129 1.000 0.177 0.061 1.000 

YEILD ( 1) 0.030 0.051 0.076 0. 065 0. 095 0.048 

NEAR ( 1) 0.059 0.061 0.037 0.006 0.021 0.042 

FAR ( 1) 0.004 0.034 0.033 0. 052 0. 002 0. 042 

YEILD ( 2) 0.247 0.219 0.189 -o 010 ← 0 034 0.049 

NEAR ( 2) 0.217 0.219 -0.239 0.012 0.034 0.007 

FAR ( 2) 0.265 0.189 0.218 0. 006 0. 048 0.014 

東海方面のみ 常磐方面のみ

YEILD 1.000 1.000 

NEAR 0.269 1.000 0.285 1.000 

FAR 0.272 0.219 1.000 0.323 0.206 1.000 

YEILD ( 1) 0.201 0.144 0 .141 0.043 0.029 0.008 

NEAR （ー1) 0.145 0.200 0.119 0.030 0.098 0.008 

FAR ( 1) 0.148 0.145 0.195 0.007 0.014 0.045 

YEILD ( 2) 0. 014 0. 023 0. 036 0.138 0.163 0.124 

NEAR ( 2) 0.032 0.016 0.010 -0.140 -0.077 0.157 

FAR ( 2) 0.020 0.024 -0.024 -0.160 0.209 0.129 

注） YEILDは当該地点の粗収益率（対数）。 NEARとFARはそれぞれより東

京に近い地点と遠い地点の組収益率（対数）。隣接地点の粗収益率は、当該

地点、との距離の比にへドニック関数の距離の推定係数を掛けた値で加重も

たパターンを示している。それが

1995年には、 89年と線対称の逆の波

及パターンに転じ、 89年に収益率の

高かった地点ほど95年の収益率は低

い。この傾向は他の方面でもみられ

る。

このような波及と自己相関の関係

を確認するため、表 4の cross 

autocorrelation行列で、白地点と

ともに東京により近い地点とより遠

い地点（以下まとめて「隣接地点」

と呼ぶ）との相関係数を調べた。隣

接地点の距離間隔が一定でないため、

2地点、聞の距離（m）の比の対数に

第 1節で求めた地価のへドニック関

数の鉄道距離の係数をウエイトとし

て用いた。

表4から、 1989～95年ではすべて

の方面で、白地点の 1期前の相関係

数よりも隣接地点の同時点の相関の

ほうが強い。自己相関の値は、東海

方面で0.2ともっとも高い値を示す

ものの、地価公示の首都圏市町村別

住宅地平均価格の0.43という値の 2

分の l弱でしかない。バブルと崩壊

の構造変化期を含むためかもしれな

いが、 1993～95年に限定してみても

東海・常磐方面を除いて、自己相聞

は低かった。このことから米国株価

のように、ミクロの地点で情報効率

性が満たされていたとしても、同時

のの対数。（ ）内の7 イナスはラグの次数を示す。

かなり安定していて、キャピタルゲインに比べ

てきわめて小さい。パフやル末期には平均も高い

が変動係数も高く、地域差拡大を示している。

収益率を方面別に東京駅からの距離で並べかえ

ると、図 1のように強い地域間波及が観察され

た。東北方面では特に40凶を超えるあたりから、

1989年の収益率 YIELD89と91年の収益率

YEILD91が平均は異なるもののかなり類似し

点のクロスセクションの強い相関の

ため集計データで効率性が棄却されている可能

性がある。前節のへドニック関数によると、他

の条件を一定にすると東京駅からの距離拡大は

家賃より地価に強くマイナスに働くため、遠距

離物件ほどインカムゲインが相対的に大きく収

益率が高いため、地価の波及をもたらしている

可能性もある。また、表4からは首都圏地価で

は lead-lagパターンは観察できなかった。
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取引回数の影響と情報伝達効果

このような同時点の相聞は、なぜ発生するの

か。土地間の裁定取引の結果とする説と、 non

-trading仮説がある。 Campbell= Lo = Mac 

Kinlay (1997）によると、後者の場合、資産

取引は時聞を通じて常に同間隔で行なわれるわ

けでない。たとえ収益率を動かす共通のメカニ

ズムが同一で、それ以外の誤差の部分はお互い

に独立した資産であっても、取引が頻繁に行な

われるものとめったに行なわれないものの聞に、

同時点の相聞が観察される。

これは、頻繁に取引される資産が市場全体の

収益に関する情報を伝えるためで、具体的には、

期待収益率がゼロでない場合、次の 3つの現象

がみられるはずである。①取引の確率が低い資

産は分散が大きくなり、②共通要素（市場の趨

勢）の影響が同符号であれば異なる資産の同時

点の相関はプラスで、③自己相聞はマイナスに

なる。これは、取引されない問、収益率はゼロ

であるのが、取引されるとゼ、ロでない収益に転

じるためである。土地市場の場合、調査期間の

1年間に同一地点が複数回取引されることはめ

ったにないので、このような nontrading仮

説はきわめて興味深い。

ここでは取引きれない確率の代理変数として、

市町村別の土地取引件数を用いて、簡単に non

-trading仮説を検討してみた。各市町村所在

の土地を 1つの資産とみなし、所在地の年間取

引件数の逆数を取引間隔とする。また、市場全

体の趨勢を表わす変数としてマクロの利子率を

想定して、一連の時間ダミーを利用する。今期

のある地点の粗収益率（対数）を、 2期前まで

の白地点の粗収益率と時間ダミーで回帰する。

仮説によると、白地点の過去の粗収益率の係

数は、取引されない確率と平均や分散の非線形

関数となっていて、次式のとおり白地点の過去

の粗収益率と取引間隔の聞に係数制約が課され

る。また粗収益率が Brownianmotionに従う

とすると、その分散は取引間隔とともに増大す

る。

26 住宅土地経済 1997年秋季号

これらの分散と取引間隔の関係を考慮、して最

尤法で推定したところ、東海方面では次式のよ

うに取引間隔が長くなるほど収益率の分散が大

きく、過去の白地点の収益率がマイナスの影響

をもち、 non trading仮説が棄却されないこ

とがわかった。しかし東北・常磐方面では分散

が取引間隔に影響されるが、負の系列相関は棄

却されない。多摩方面では、分散は影響されな

いが正の系列相関が検出された。

fit= -0.73(ri,t I+ 7li,t-2f1,t 2) 0.10 YEAR91 
( -6.56) ( 19.95) 

0.14 YEAR92 0.09 YEAR93 
( 25.18) ( 12店）

-0.05 YEAR94-0.D7 YEAR95 +uit 
（一7.47) （ー10.43)

U1t～N(0,0.009(1+l7.6627lit)) 
(29.24) (2.61) 

ここで、 rは粗収益率の対数、 πは取引間隔、

YEARは時間ダミーで、（ ）内は t値に相当。

uは誤差項で、分散が取引間隔に依存。

おわりに

本稿の結論は以下のようにまとめることがで

きる。

(1）住宅地のへドニック関数推定からは、関数が

必ずしも安定していないことがわかった。特

に住環境を表わす所得指標や人口密度の影響

は、バブル末期とそれ以降で異なり、バブル

末期により住環境のよい物件をより高く評価

する市場の動きがあった。これは住宅サービ

スが上級財で、バブル期の所得増加とその後

の所得低迷で相対的な評価が変化するためと

考えられる。したがって、時間を通じた地価

評価は、より経済理論に立脚したモデルとの

統合が不可欠であろう。商業地では、関数は

きわめて安定していた。

(2）住宅地の場合、大規模物件ほど単価の増加傾

向がみられた。一戸建て借家家賃では東北・

常磐方面の減少傾向を除いて、これはみられ

なかった。そのため、家賃を地代とみなすと、

大規模物件ほどインカムゲインは小さくなる。



また遠距離物件ほどインカムゲインが大きい。

(3）土地市場の情報効率性を方面別に分析したと

ころ、全方面で収益率に弱い一階の自己相聞

が見られたが、同時点の隣接地域との正の相

聞が大きく凌駕していた。同時点での正の相

聞を説明する non-trading仮説にしたがっ

て、取引回数が価格に与える影響を調べたと

ころ、東海方面で土地取引間隔が長いほど地

価収益率の分散が顕著に拡大し、情報伝達機

能を重視した nontrading仮説が棄却され

なかった。

本稿の推定期間はパフ守ル末期と崩壊期という

変革の時期を含むため、高収益率地点から低収

益率への波及をもたらす裁定取引の効果が検出

されにくくなっている。地域波及に leadlag 

のパターンがみられず、取引間隔の影響が方面

別に異なるのもそのためと思われ、分析結果は

十分注意して解釈する必要がある。中神

(1995）では、収益率に人口などが影響すると

されている。

遠距離ほど一戸建て住宅の一次取得者が多い

と考えられるので、今後は nontrading仮説

以外にも年齢分布を考慮した人口密度などの影

響を情報伝達の観点から把握する必要があろう。

同様の分析を大阪を中心とする近畿圏でも実施

する予定で、両地域の比較することでさらに土

地市場の情報構造が明らかになると考えている。

＊本稿の元になる研究について、（社）全国宅地建物取

引業協会連合会不動産総合研究所の方々に地価デ｝

タの利用を快諾いただいた。さらに吉野直行教授

（慶慮義塾大学）、浅見泰司助教授（東京大学）をは

じめとする住宅経済研究会の各委員ならびに、浅子

和美教授（一橋大学）と加納悟教授（横浜国立大学）

から貴重なコメントをいただいた。記して深謝の意

を表す。なお、推定は SAS6.12を利用した。

くデータ出所＞

最寄り駅と東京駅の鉄道距離：複数経路から最短距離

コースを選び、 JR鉄道距離を利用した。

概算容積率：「東京の土地1995」東京都。

土地取引件数：東京都の場合「東京の土地1995J、茨

城・栃木・群馬・埼玉・千葉・神奈川県「土地取引

動向調査」。ただし埼玉県データは、国土法による届

出数と事前確認数の和。

人口、都市計画面積、所得指標：「都市計画年報」全

国市町村会。ただし東京都内の各区の公園面積につ

いては「東京都社会指標」を利用。

首都圏市町村別住宅地平均価格：「地価公示」国土庁。

｝王

1) 全宅連の調査では、継続評価が可能なように、調

査対象から大規模で地目や形態の変化の可能性が高

い地点は除かれているため、このような平均値にな

ると考えられる。

2) 都市計画法や建築基準法で定められる指定容積率

は、建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合の最

高限度を定めたものだが、実際には形態上の制限

（高さ制限、道路、日影等斜線制限）などにより、指

定された容積のすべてが実現されることはない。

東京都区内の場合、 1995年平均で概算容積率が指

定容積率の半分（「東京の土地1995」）。

ここでは、東京都のデータをもとに指定容積率と

現実の容積率の関係を最小二乗法で推定し、概算容

積率＝32.25exp(0.0048本指定容積率）（修正済み決

定係数0.98）という結果を得た。両容積率の違いは、

浅見泰司氏にご教授いただいた。心より謝意を表す

る。

3) 全サンプルは都内、多摩、東海、東北、常磐方面

の5地域に分割されている。そのため、都内などの

方面のダミーのない「鉄道距離」の係数は、残る東

北・常磐方面の係数を示す。ダミーのある方面は、

この東北・常磐方面の係数にそれぞれのダミーの係

数を力日えたものになる。
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英国の住宅産業における
構造変化に関する分析

大場雄一

はじめに

住宅産業は、その固有の産業特性のため、製

造業等他の産業と比べて企業集中の度合いが低

位であり、またその可能性も極めて小さいもの

と一般的に考えられてきた。しかしながら、英

国の住宅産業においては、 1973、74年の住宅不

況を契機に過去20年問、大手企業のマーケッ

ト・シェアが上昇傾向を示しており、長期的に

見た場合、企業集中が進行しているものと考え

られている。

以下においては、まず英国の住宅産業の特徴

および企業の集中傾向に関する客観的事実を概

観した後、既存研究に依拠しつつ、大手住宅建

設会社が、企業集中を阻害していると考えられ

ている産業特性をいかにして克服しえたのか、

その諸要因を分析するとともに、規模の経済性

を中心にその経済的効果を分析する。最後に、

筆者独自のアンケート調査結果をも踏まえつつ、

企業集中が持つ経済的合意およびその限界を導

き出すこととしたい。

1英国の住宅産業と企業集中の進展

英国の住宅産業の特徴

英国の住宅産業は、伝統的に極めて多数の中

小企業から構成されており I）、また、住宅・土

地市場の動向、金融政策等の外部的要因に対し

て極めて脆弱な構造となっているため、製造業

等において見られるような企業集中（少数大企

業によるマーケット・シェアの占有）は、容易
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には起こりえないものと考えられてきた。

住宅産業における企業集中の低さは、一般に

は以下のような住宅産業固有の特性によるもの

であると考えられている 2）。

第一に、住宅は、他の耐久財とは異なり本質

的に移動不可能であるとともに、個々の商品が

質的多様性に富んでいる。また、住宅は土地に

定着してはじめてその機能をまっとうする商品

であるため、工場での大規模生産にはなじまな

し当。

第二に、市場が地理的に分散しているため、

集約的かつ同質的な需要を前提とした大規模工

場生産は必ずしも効率的ではない。

第三に、住宅の生産過程は、数多くの専門的

かつ小規模なプロセスを包含するため、中小専

門業者に依存するところが大きい。

第四に、土地利用規制、建築規制、市場構造

等が地域性を帯びているため、地域の行政と接

触を持ち、地域の住宅・土地市場を熟知した地

域密着型の中小企業が優位性を有する。

最後に、英国の新設住宅の90%以上は spec-

ulative housebuilderまたは（builder)<level-

operと呼ばれている建売建設業者による供給

であると推計されており（Balchinand Bull 

1987, Merrett 1982）、この建売中心の生産様

式が産業自体の脆弱性を惹起している。まず、

住宅産業は住宅市場の動向による影響を強く受

けている。住宅ブームは通常2、3年しか続か

ないため、ブームの最中に生産を開始した住宅

が、ブーム終了前に完成・販売されるとは限ら



ない。また、ブーム時に絶好のタイミングで住

宅を生産・販売しようとしても、必要な素地が

即入手可能であるとは限らない。さらに、住宅

産業は主に素地購入のため借入金に依存する度

合いが極めて高く、また、住宅の購買動向は住

宅金融の動向に大きく左右されるため、「stop

and go policy Jなどと比輸される英国の金融

政策の振幅の大きさと相まって、住宅産業は金

融市場・政策の動向の影響を強く受けている。

企業集中の進展

しかしながら、英国の住宅産業の過去20年を

概観すると、ボリューム・ビルダー（Volume

builder ：年間500戸以上の着工・竣工戸数を有

図1ー企業規模別マーケット・シェア（着工ベース）
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注） NHBCは、 1980年に企業の分類基準を変更しており、新基準に

よるデータは1976年までしか遡ることができない。したがって、

1976年前と後の数値は単純に比較することはできない。

出所： NHBC(National Housebuliders Council) , Private Housebuilding 

Statistics. 

図2 上位25社のマーケット・シェア（着工－竣工ベース）
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i主）上位25社は、いずれも年間500戸以上の生産量を持つボリュー

ムピルダーである。

出所：：NHBC,Private Housebuliding Statistics. 

Laing&Cruicksbank, Private Housebuilding: Annual Review. 
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する業者）と呼ばれる大手住宅建設会社が、

1973、74年の住宅不況以来、多少の変動を伴い

つつも長期的にはマーケット・シェアを上昇さ

せている。 1960年代におけるボリューム・ビル

ダーのマーケット・シェアはたかだか15%程度

であったが、 1973、74年の住宅不況を契機に上

昇し、 1980年代以降は、多少の変動を伴い

つつも、 40%程度のシェアを維持している

（図 lおよび図 2）。 1995年には、上位39社

（いずれも年間500戸以上着工）が53%のシ

ェアを占めている。かかる統計的事実をも

って、 1973、74年の深刻な住宅不況が住宅

産業における企業集中の契機となったとい

うことが、ほぽ学界の定説となっている九

ただし、ここで注意すべきことは、長期

的趨勢としては大手による集中傾向が進行

しているものの、大手のマーケット・シェ

アの上昇は漸増的なものであり、むしろ住

宅不況時（たとえば、 80年代初頭、 90年代

初頭）に上昇、住宅好況時（たとえば、 80

年代後半）に下降という循環的変動が看取

されるという事実である。以下においては、

かかる短期的な循環的変動をも視野に入れ

つつ、長期的な大手のシェアの上昇要因お

よびその経済的合意を分析する。

2企業集中の要因と効果

企業集中の要因

1973、74年の未曾有の住宅不況は、大手

企業を含め住宅産業全般に大きな打撃を与

えた。特に、経営基盤の脆弱な中小企業の

ダメージは深刻で、 1970年代を通じて大手
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企業による企業買収が活発化した。ある試算

(Ball and Cullen, 1980）によると、 1970年か

ら79年までの聞に建設産業において303件の企

業買収があり、うち約4分の 1 (76件）は住宅

産業関連のものであった。また、同期間中、企

業買収が活発だ、ったのは、住宅市場の下降局面

(1974～78年）よりも、上昇局面（1971～73年

および1978～79年）においてであった。つまり、

1974年の不況以前にも活発な企業買収が行なわ

れていたのである。この事実は、住宅市場の変

動との関係における住宅産業の行動様式による

ところが大きい。英国の住宅産業は伝統的に企

業買収によって経営規模を拡大してきたが、

1970年代初頭の住宅市場の活況とそれに伴う地

価高騰は、住宅建設の素地を確保するという観

点からの企業買収の必要性をますます高めるこ

ととなった。そして、 1974年以降の住宅不況は、

在庫土地を抱えた中小企業の経営を逼迫せしめ

るとともに、大手企業に対しては拡大の契機を

与えたのである。大手企業の拡大傾向は、 1979

年以降の上昇局面においてより顕著な形で表わ

れることになった。市場の動向にフレキシブル

に対応するという観点から、ある一定の用地を

確保しておくことは、市場の上昇局面において

決定的な意味を持っていたのである。

企業買収を通じた住宅用地の取得は、以下の

諸側面において買収企業の事業規模の拡大を容

易にし、企業集中を促進したものと考えられて

いる。

第一に、被買収企業の保有土地は市場価格よ

りも低い帳簿価格で入手することが可能であり、

しかも、そのなかには計画許可付きまたは開発

中の土地が含まれていることもあった。

第二に、住宅部門を持たないアウトサイダー

にとっては、企業買収は、土地取得のみならず、

住宅生産に係る暖簾および経営資源を容易に取

得する手段を提供した。

第三に、新規地域に進出しようとする企業に

とっては、企業買収は、地理的拡大および組織

的拡大を容易にし、経営上の不経済を回避する
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ことができた。他方、事業の地理的拡大はマー

ケティング戦略との関係で大きな意義を有する

ものであった。住宅建設会社は、その活動が地

理的に分散しているため、伝統的に商品（住

宅）を広告・宣伝する手段を、建設現場におけ

る看板等に依存してきたが、事業活動の広域化

は積極的かつ組織的な広告活動を可能とした。

たとえば、 BarrattDevelopment (1995年業界

第3位）はなかでももっとも積極的なマーケテ

イング活動を行なっており、同社の「part-

exchange scheme」（住宅購入者の旧住宅の買

取り、住宅ローンのアレンジ、無料カーペッ

ト・カーテンの提供など）は、もっとも成功を

収めた例である。同社は、住宅不況下において

も利益を34%増加（1995年）させており、同社

の1995年販売戸数（6,601戸）のうち、約半数

は本スキームによるものである。

第四に、企業買収は、開発規模の拡大を通じ

て生産の継続性を容易にし、規模の経済を達成

しうる可能性を高めた。まず、資機材・下請業

者の調達・雇用において、大規模かつ長期継続

的な取引を通じて、有利な条件で取引を行なう

ことが可能となった。また、金融機関との交渉

においても、経営基盤の安定性および事業規模

の拡大を反映して有利な条件を設定できる余地

が広がった。さらに、建築組合（building

societies ：住宅金融を専門とする民間金融機

関）は、しばしば特定の住宅建設会社との契約

で、後者が建設する住宅の購入者に対して優先

的に住宅ローンを割り当てることがあるが、か

かる措置は基本的には大規模開発に限定される

ものである。加えて、計画許可当局との協議に

際し、計画許可当局には幅広い裁量の余地が与

えられおり、当局は公共・公益施設整備の観点

から大規模開発を優遇する傾向があるが、大規

模開発に伴う公共・公益施設整備費を負担する

ことは中小企業には困難である。

なお、この関係では生産の継続性が大手のシ

ェアの上昇に寄与した統計的裏付けが存在する。

たとえば、 Wimpey(1995年業界第 1位）は、



ほぽ一定の生産量を維持しつつも、 1972年から

79年の聞に、シェアを 6%から 8%に拡大させ

ている。全体的な市場規模が縮小するなかで、

生産レベルの安定性が大手の相対的シェアの上

昇につながっているのである。 NHBC

(National Housebuilders Council)によると、

近年の住宅不況下、 1989年から92年の聞に、住

宅建設会社総数は 2万9,000から 2万3,000に減

少しているが、減少分の大宗を占めるのは年間

生産量が10戸以下の零細業者であり、大手企業

はおおむね一定の生産量を維持している。他方、

第 1節 2項で概観したとおり、逆に住宅好況時

には大手企業のシェアは縮小傾向を示している

が、この背景には次のような要因が作用してい

るものと考えられる。住宅好況時には、新規参

入が活発化し、体力の弱い中小企業にも事業拡

大のチャンスがあるため、大手企業のシェアは

必然的に縮小傾向を示す。また、住宅好況時に

は、大手企業間競争が激化し、それは素地取得

価格の急激な上昇をもたらすため、大手企業は

地価の低い地域へ生産をシフトさせ、暫時その

シェアは縮小する。さらに、素地価格の上昇は

素地の取引面積の狭小化をもたらす結果、大手

企業の聞には開発抑制傾向が生じ、また、転売

目的で素地を取得する業者も現われるため、シ

ェアが縮小する。

第五に、ボリューム・ビルダーと呼ばれる業

者の多くは、企業買収に伴う安定的かつ広範な

事業基盤・金融基盤を背景として、短期的な金

融市場の動向等の影響を最小限に止めつつ、長

期的な観点から投資決定を行なうことが可能と

なった。すなわち、彼らは、土地市場の停滞時

に素地を取得し、住宅市場の上昇局面において

生産・販売することによって、市場の動向に対

して反循環的（counter-cyclically）に行動す

ることが可能となった。結果として、彼らは、

二つの土地取得・保有活動を行なっていると考

えられる。一つは、建設活動を行なうための産

業的土地保有（industrialland ownership）で

あり、もう一つは、キャピタルゲインの獲得を

目的とした金融的土地保有（financial land 

ownership）である。企業規模が大きいほど、，

土地保有面積は大きくなり、後者による利益の

割合も大きくなる傾向がある。

最後に、企業買収に伴う事業範囲の拡大は多

角化に伴う効果をも有していたものと考えられ

る。たとえば、オフィスビル開発業者にとって

は、住宅建設部門を拡張することは、安定的な

賃料収入を住宅部門に振り分けるなど、利益を

両部門において融通しあうことによって税負担

を軽減することを可能とした。また、土木・建

築請負業者は、事業量が受注動向に左右される

ため、収益基盤が不安定であり、また、収益が

上がってもその再投資先が存在しないという問

題がしばしばあったが、住宅建設は、（これら

二つの部門の循環が一致しない限りにおいて）

請負収益の再投資の機会を与えるとともに、利

益を増加・平坦化し、かつ税負担を軽減する効

果を有していた。

企業集中の効果一一規模の経済性の観点から

大規模住宅地開発がもたらす規模の経済性を

論じる場合、たとえば、独立した20の開発地区

にそれぞれ100戸の住宅を建設するよりも、一

つの開発区域に2,000戸の住宅を建設するほう

が、全体としてより大きな利益をもたらすこと

は直感的には明らかであろう。しかしながら、

かかる分析には、規模の経済性に関する明確な

定義付けが欠如していることが多い。以下では、

企業集中の結果として起こりうる効果を、①生

産におげる規模の経済性（economiesof scale 

in production）および②商業面・金融面にお

ける規模の経済性（commercialand financial 

economies of scale）という二つの観点から分

析することとしたしゾ）。

①生産における規模の経済性

生産における規模の経済性が達成されるため

の必要条件としては、少なくとも生産の継続性、

大規模開発、および、住宅生産の規格化の三つが

考えられる。
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生産の継続性については、大手企業は、資本

の回転速度を上げるために、つまり、販売価格

を低めに設定して販売戸数を最大化することに

よって、全体の利益を最大化しようとする傾向

があることが報告されている（Balchin 1995, 

Short 1982, Short et. al 1986, Smyth 1982）。

この傾向は、次の二つの理由によって説明可能

である。第一に、特定の地域において優位な地

位を保ち続けることは、住宅市場の上昇局面に

おいて必要とされる労働力を保持し、資材メー

カーと安定的な関係を保ち、また、金融機関と

良好な関係を維持するという観点から、重要な

意味を持っている。第二に、市場動向に応じて

生産量を変動させることは中小企業にとっては

可能で、あるが、大手企業は、株主が抱く成長期

待のために、常に一定レベル以上の生産を続け

ることが求められている（Lambert,1990）。し

かしながら、継続的に生産を行ないうるか否か

は、もっぱら安定的な需要が存在するか否かに

かかっており、住宅建設会社が内生的にコント

ロールしうるのは、残りの 2条件、すなわち、

大規模開発および住宅の規格化に限られている。

以下では、これら 2条件がどの程度達成されて

いるかを分析することとしたい。

まず、開発規模については、過去20年間、南

東イングランドにおける大規模開発の増加傾向

が報告されている（Farthinget. al, 1993）。大

規模開発は先述のとおり、計画許可当局、資材

供給業者等との関係において規模の経済をもた

らしうるものであり、この点においては、ボリ

ューム・ビルダーの隆盛が、住宅建設コストの

低減に繋がったことも推定されよう。しかしな

がら、大方の見方は、大規模開発がもたらすで

あろうかかる効果については懐疑的である。な

ぜなら、大手企業は、不安定な住宅需要に対応

すべく、常用労働者の雇用数を極力減らす一方、

住宅建設プロセスのほとんどを下請けに委ねつ

つ、自らはもっぱらマーケテイングや土地取得

活動に傾注しているというのが実状だからであ

る。彼らは、新規技術の導入、生産過程の合理
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化、 R&D等には極めて消極的であり、住宅建

設プロセスは非常に細分化されたものとなって

いる。かかる状況の下では、大規模開発といえ

ども、規模の経済性によるコスト低減は期待で

きない。このため英国における企業集中は所有

における集中を意味するのみであって、事業実

施面はなお細分化されており、「影の集中

(shadow concentration) jとでもいうべきも

のとなっている。さらには、大手企業も、素地

の入手難および計画許可決定の遅滞に対する対

応策として、規模の経済性を度外視した小規模

開発に従事する傾向があるとし寸報告もなされ

ている（Duncan,1986）。

一方、住宅生産の規格化について考察すると、

英国の住宅産業における住宅の工業化ないし新

規技術の導入の試みは、 1970年代末から80年代

初頭にかけて、スウェーデンにおいて普及して

いる木造枠組工法（timber-frame construc司

tion method）の導入という形で進められた。

本工法は、建設期聞を、伝統工法（プロック・

レンガ）による18～24週間から 5～8週間に短

縮することによって、利子負担を軽減し、職人

不足問題を解消し、また、生産・販売を市場の

変動にフレキシプルに対応させることが可能に

なるものと期待されていた。しかしながら、ボ

リューム・ビル夕、ーの多くは、絶好のタイミン

グを見計らって住宅を建設・販売することを狙

って、建設途中の住宅を雨ざらしのまま暫時放

置するなど、同工法を土地開発からの投機的利

益を最大化するための手段として利用するのみ

で、技術的側面に対する注意はほとんど払われ

なかった。そのため、技術の利用方法に関する

的確な知識を欠いていた企業が建設した住宅に

は多くの欠陥が発見され、 1980年代半ば以降、

英国民の住宅に対する保守的態度とも相まって、

同工法の使用は急速に減退していった。

②商業面・金融面における規模の経済性

前述のとおり、大規模開発は、商業面・金融

面における規模の経済をもたらした可能性があ

るが、ボリューム・ビルダーが享受する規模の



経済性は、マクロ的なシェアによってではなく、

特定地域におけるポジションによって議論され

るべきものである。なぜなら、彼らが、金融機

関や資材供給業者との関係において規模の経済

性を実現できるのは、特定の地方市場における

相対的優住性ゆえのことであるからである。英

国では、いくつかの地方市場において、彼らの

優佐性が実証的に報告されており 5）、少なくと

もかかる地域においては、商業面・金融面にお

ける規模の経済性が認められよう。

3アンケート調査の結果

アンケ一ト調査

効果に関する上述の諸論点に必、要なデ一夕を補

完しつつ再検討を加えることを目的として実施

された。分析のポイントは、（1）ボリューム・ビ

ルダーは、中小業者と較べて、市場動向に対し

て安定的になりえたといえるのか（開発・建設

のコスト・事業期間に影響を及ぽす要因として、

土地の手当て、計画許可の遅れ、銀行貸付利子

の変動、住宅需要の変化、資金の入手可能性、

熟練労働力の入手可能性、および資材の入手可

能性について、その影響の度合いを質問）、（2)

資金調達方法について、ボリューム・ビル夕、ー

は銀行借入依存体質から脱却しえたのか、（3）ボ

リューム・ビルダーはどのような下請制度を利

用しているのか、（4）商業面での規模の経済性は

本当に達成されているのか、という 4点である。

なお、アンケートの調査票は、 50の全国型企業

および30の地域型企業に送付され、前者につい

ては19の企業より返送があったが、うち 9企業

からは秘密保持上の理由等により質問に対する

回答は得られなかった。一方、地域型企業につ

いては、 14社からの返答があり、うち10社から

は質問に対する回答がなかった。その理由は、

全国型企業とは異なり、昨今の住宅不況のため、

オペレーションを停止したというものがほとん

どであった。

(1) 1 開発・建設コストに影響を及ぽす要因

謂査結果を分析すると、大小企業ともに土地

の手当てがもっとも大きなコスト要因となって

おり、次いで、住宅需要の不安定性となってい

る。この結果は、大手企業の活動は、競争の激

しいイングランド南部に集中しているため、用

地不足問題が深刻であることを示唆している。

また、住宅需要の不安定性については、大手と

いえども、住宅産業の受動的特徴を変質させる

ことは不可能であり、市場動向に対してはなお

不安定な状況に置かれているため、マーケティ

ング・コスト等の負担が増大していることを示

している。

(1) 2 開発・建設期間に影響を及ぽす要因

この点についても、大小企業聞に大きな差異

は見出されなかった。ただし、コスト要因の場

合とは違って、計画許可の遅滞が最大の要因と

して挙げられており、次いで、住宅需要の不安

定性となっている。計画許可の遅滞のインパク

トは明らかであるが、住宅需要の変動に関して

は、住宅建設業者は市場動向の変化に応じて生

産プロセスを微調整する必要に迫られるため、

事業期聞に相当の影響を及ぽしているものと推

察される。

(2）資金調達方法

全国型企業10社中 9社が、住宅建設による留

保利益を資金源として挙げている。同 9社中 4

社は、短期・長期の銀行借入に、また、同9社

中5社は、新株発行にも依存している。一方、

地域型企業にとっては、住宅建設による留保利

益が中心的な資金源となっており、資金調達方

法を見る限りにおいては、全国展開型の大手企

業は多様な資金ソースを有している。

(3）下請制度

すべての全国型企業が、そのほとんどのオペ

レーションを下請に出しているという事実が明

らかになった。一方、地域型企業は、必ずしも

下請けを利用してはおらず、一部の高度に専門

的な部分を下請げに回すことを除けば、自ら開

発・建設活動に従事するとともに、場合によっ

ては、大手企業の下請企業として活動している。

(4）資材供給業者との長期的取引関係
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全国型企業のほとんどが長期的取引関係を有

しており、かつ、それによって、調達価格の低

廉化がもたらされていることが明らかとなった。

一方、地域型企業については、企業規模が大き

くなるほどかかる関係を有しているケースもあ

るものの、年間生産戸数が10戸にも満たない零

細業者は、かかる取引関係を有していない。こ

れらの結果は、事業規模が拡大するとともに、

資材調達における規模の経済性が達成される可

能性が高まるということを意味している。

4結論

一一企業集中の経済的含意および限界

アンケート調査結果を含む以上の分析から明

らかになったことは、英国の住宅産業において

過去20年間に進行した企業集中は、製造業等に

おけるそれとは本質的に異なるということであ

る。集中過程を基底したもっとも重要な要素は

土地であったが、それは、開発規模、規模の経

済性、住宅価格など開発プロセスのさまざまな

側面に影響を及ぼすものであった。大手企業が

成長しえた最大の要因は、その積極的かつ巧み

な用地取得戦略に帰することができるが、大手

企業とはいえ、土地の入手可能性がもたらすボ

トルネックを完全に解消できたわけではない。

1980年代後半におけるイングランド南東部の住

宅市場は、そのもっとも典型的な例を呈示して

いる。同地域においては、高い住宅需要に誘引

された数多くの企業が激しい競争を繰り広げ、

その結果、素地取得競争の激化、素地取得価格

の高騰が惹起された。上述のアンケート調査結

果によれば、開発・建設過程において用地の入

手可能性が極めて重要なファクターであること

は、大手企業にとっても、中小企業にとっても

同じことである。

他方、ダイナミックな販売戦略や資金調達面

での優位性ゆえ、大手企業が中小企業に較べて

優位に立っていることは確かであろう。 1990年

代初頭の住宅不況期に大手企業のシェアが拡大

したという事実は、大手企業の安定性と優位性
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の現れであろう。しかしながら、大手企業の優

位性は、住宅市場がもたらすショックを緩和す

る効果を持つとしても、住宅産業特有の受動的

性質を変質するものでは決してないのである。

アンケートの調査結果が示すとおり、住宅需要

の不安定性が、コストおよび事業期間の両面に

おいて大手企業の事業運営に相当の影響を及ぽ

していることは事実である。

大手企業の成長による経済的効果に関しては、

二つのタイプの規模の経済性について分析がな

され、現場を離れたレベルにおいて、商業面・

金融面における規模の経済性が見いだされる一

方、現場レベルにおいては、継続的生産の可能

性をもたらす大規模開発は、規模の経済性には

直結していないことが明らかにされた。現場レ

ベルにおける規模の経済性を阻害している要因

は、まず第ーに、生産の継続性は圧倒的にディ

マンド・サイドによって基底されてしまうとい

う住宅産業固有の特性によるものであり、第二

に、住宅需要の変動性に対応するために大手企

業が利用しているさまざまなタイプの下請制度

に起因する住宅の生産過程の細分化によるもの

である。さらに、住宅生産の工業化技術が、大

手企業の投機的利益を最大化する手段として用

いられたことも、潜在的な規模の経済性を阻害

する一因となった。

以上の分析を踏まえて最後に強調すべきこと

は、住宅産業における企業集中の進展は、大手

企業の中小企業に対する優位性の証左ではある

が、これによって、大手企業のさらなる安定ま

たは拡大が保証されたということではないとい

うことである。住宅産業は、土地・住宅市場の

動向、土地利用規制、企業間競争等によってさ

まざまな影響を受けており、これらが大手企業

の成長刺激要因となったことは確かであるが、

住宅産業が持つ独特の産業特性ゆえ、大手企業

といえども外生的要因の影響を完全に排除する

ことは不可能であり、住宅産業における企業集

中には自ずと限界があるのである 7）。



＊本稿は、拙著“A Comparative Analysis of Struc-

tural Change in the Housebuilding Industry in the 

UK and Japan" （英国ケンブリッジ大学修士論文）

をペースとしている。本研究は、（財）建設経済研究

所の助成により可能となった。なお、本稿の執筆に

あたっては、西村清彦先生（東京大学）、その他の住

宅経済研究会の諸先生方に貴重なコメントをいただ

いた。記して感謝申しあげたい。

｝王

1）現在でも、 90%以上の企業は年間生産10戸以下の零

細業者。

2）たとえ Ii、Ball(1983）、 Balchin(1995）、 Carter

(1958）、 Needleman(1965）、 Whitehead(19 7 4) 

など。

3）詳しくはBall(1983）、 Bramleyet. al (1995）、 Rydin

(1986）など。

4）規模の経済性は、企業集中の効果であるのみならず、

企業集中に大きく寄与した可能性が高い。「success

breeds success （成功がさらなる成功をもたらす）」

モテ、ルが住宅産業に当てはまるとすれば、成長が利

益をもたらし、その利益がさらなる成長をもたらし

たという 2方向の因果関係が考えられる。

5）たとえば、 Lambert(1990）、 Shortet. al (1986）。

6）アンケート調査票は、請求があれば筆者から入手す

ることが可能である。

7) 1995年業界第1位のWimpeyと第2位のTarmacは、

前者の採鉱部門と後者の住宅建設部門を交換すると

いう合意に達した。これは、住宅建設を中心とする

多角経営がもはや安定化・拡大をもたらすものでは

なくなったということを示唆するものであった。両

企業は、この合意によって、本来業務への専門化を

指向した。
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自己組織化経済
Paul Krugman, The Self-Organizing Economy, Blackwell Publisher, 1996. 

本書は、 P クルーグマンが1994年 3月にイギリ

スのパーミンガムで行なった三井講座での講義をも

とに書かれたもの。全体は 2部10章構成で、複雑系

（とりわけ自己組織化）の概念を経済分析に応用す

るものである。以下、その概略を紹介しよう。

経済現象と自己組織化

世界はたひやたび深刻な不況に陥ってきたが、これ

らの中には戦争や石油危機など非経済的要因による

ものもあれば、明確な原因がなく、その規模は国家

経済の関係では説明できないものもある。種の絶滅

にも外的要因があるという古生物学者もいれば、そ

うでないという者もいる。多くの非常に複雑な物理

的あるいは生物学的現象の「規模」を考えると、そ

の規模の分布はごく簡単な指数法則で説明できる。

このもっとも顕著な例は、物理学より経済学のなか

にあり、都市の規模の分布がそれである。

往々にして社会科学者は物理学や生物学から概念

を採り入れようとする者に対して疑いの念を抱いて

いる。しかし現在、経済学も参加すべき実に興味深

い学際的な動きが起きている。近年、多くの分野の

研究者を結びつける有力な考え方になっている自己

組織系の概念がそれである。これまで経済理論はこ

の動きから無視されてきたが、この新しい考え方が、

われわれが経済と呼んでいる非常に複雑だが明らか

に自己組織的な体系にどのように応用できるかを見

るべきときが来ている。

佐、地震と経済

地震や台風、妊の成長を説明する方法が、いかに

都市の形成や景気変動の説明にも応用できるかを考

えるために「複雑系jを採り入れている。「複雑系」

はサンタフェ研究所に始まり、物理学、生物学に広

がりつつある学際的研究手法である。地震や台風、

妊の成長も経済も自己組織系である。都市経済にお

いて、この点に着目した先駆けは Fujita= Ogawa 
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(1982）であるが、自己組織系をモデル化しようと

はっきり意識した経済学者はほとんどいなかった。

本書ではまず、空間において経済が自己を組織化

する過程について概観し、そのなかで自己組織系の

2つの大きな原則、「不安定からの秩序」、「ランダ

ムな成長からの秩序」について述べて、これらの原

則が、主に空間に関してどのように当てはまるかを

示している。

空間の自己組織性

いかに経済が空間の利用を組織化するかを考える

とき、 19世紀初頭のフォン・チューネンのモデルが

よく取り上げられる。フォン・チューネンは周辺の

農場から供給を受ける孤立都市を想定し、穀物とそ

の配置は生産量とその輸送費で同心円状に決まるこ

とを述べた。しかし、このモデルは都市の立地を外

生化しており、自己組織系ではない。 Mills(1967) 

により、農夫を通勤者に、孤立都市を中央商業地域

に変えた一極都市モデルが示されたが、これは多極

化というアメリカ大都市圏の現実と一致していなか

った。これらの点でフォン・チューネンーミルズ・

モデルは都市圏の形成と立地の問題を説明するのに

十分なものではなかった。

Christaller (1933）と Losch(1940）による中心

地理論（CentralPlace Theory）は、直観的には空

間の立地問題への解答を与えているように見えるが、

あくまで状況やデータをとらえる説明として優れて

いるのであって、原因を示すモデルにも自己組織性

の説明にもなってはいない。

非ゼロ和ゲームで有名な Schelling(1978）は

（人種）分離モデルを示した。基本的な考え方は

「人種的分離はあまり多くの自分たちと異なる隣人

を人々が持ちたがらないときに生じるj といった平

凡なものである。しかし、彼は、隣人の肌の色や文

化に対する選好や直接の隣人のことのみを気にする

行動が、実際に、明確な人種的分離につながる点を



指摘している。これは複雑系の「局部的、短期的相 いが、より広義での特徴は歴史的偶然に左右されは

互作用が大規模構造を創り出しうる」というテーマ しないだろう。

と一致している。チェス盤上でわかりやすく分離の Statistical Abstract of the United Statesに掲げ

過程が説明され、著者もこのモデ、ルを気に入っては られている130の都市圏を人口の順にランクづけし

いるものの、シェリングのモデルが一面的である点、 対数をとってプロットすると、傾き一 1の直線に近

つまりなぜ分離が起きるかは説明されてはいるが、 似する。 Zipf’s law (rank-size rule）によっても

2つ以上のク。ループが生じる理由が説明できていな

い点を指摘している。

商業の立地は他の商業の立地に左右され、より望

ましい立地条件へ移動する。商業の立地には競合を

避け分散しようとする遠心力と、消費者を引き寄せ

さまざまなサービスを受けるため集まろうとする求

心力が働く。周辺都市の動学を説明するために、現

代の都市の多極構造のモデルは 2つの基準に従う必

要がある。それは求心力と遠心力の間にあまり強す

ぎない緊張があることと、求心力の働く範囲は遠心

力より狭いというものである。これらの基準に従う

どのようなモデルでも、はじめはどのように商業が

分布していようと自動的に複数のはっきり分離した

商業中心地を自己組織化する。そのイメージは、無

数の波のある不安定な表面が時間とともに成長し、

いくつかの秩序ある大きな波へと自己組織化する過

程、つまり「不安定からの秩序」ととらえることが

できる。

また、周辺都市聞の距離はもっとも不安定な波の

波長によって決まることが示される。しかし、実際

の景観は均質ではないので、より不規則な結果を求

める必要がある。

複雑系の多くのモデルはシステムを多くの構成要

素からなる全体としてとらえ、それぞれのシステム

は多くの状態のなかの任意の瞬間にあるとみなす。

空間の秩序を考えるとき、多くの構成要素（企業）

は特定の状態（立地）のなかの任意の時間にあり、

かっこれらの状態の変化に関連があるシステムを考

える。規模の経済が働くなら、企業はごく少数の個

別的な立地を選択し、その選択のなかで正と負の影

響が混じりあい、複雑で起伏に富んだ景観を持つよ

うになる。しかし、この複雑な景観のなかにも驚く

ほどの単純さや類似点が隠れていることに気づくこ

とがある。初期条件によって結果が決まることも多

同様の結果が得られる。この事実を都市経済学者は、

都市の規模の分布は指数法則に従い、指数法則の分

布は単純な階層を形成すると説明する。

しかし著者は、これらの説明に対して問題点を 3

つ指摘している。①農業人口の分布が都市の形成を

決める中心地理論は、農業のような土地に根ざした

活動の役割が小さくなっている現代の経済には当て

はまらないこと、②階層による説明が何の根拠もな

く変数の値を決めていること、さらに③指数法則に

従ったり、規模とランク特有の規則性に従う根拠が

ないという 3点である。自然科学の指数法則による

と、単純な規則性は、その物体が時間とともに成長

し、成長率が無秩序で、規模と無関係の場合に生じ

るようである。都市は妊のようなもので、都市の成

長を考えるうえで自己組織系の「不安定からの秩

序jと「ランダムな成長からの秩序jの原則は、著

者に有効な着想を与えている。

時間と空間における自己組織化

自己tJ.L織系における動学には 2つの考え方がある。

ひとつは、空間のような他の要素における自己組

織的なシステムの時間的要素に関するもので、もう

ひとつは、時間要素自体の自己組織性に関するもの

である。地形の変化を説明するために、複雑な経済

動学では進化論での「平衡の中断」が用いられる。

この長期にわたる均衡のなかで短期的に急激な変化

が生じる状況は、 Garreau(1992）にあるように周

辺都市の形成にも見られるが、そのなかでは変化の

原因は説明されてはいなし〉。時間における自己組織

性は大変興味深いもので、位相固定化や Scheink-

man =Woodford (1994）の考え方が分析手法とし

て役立つ。後者は Bak(1991）に触発され「ラン

ダムな成長からの秩序jの原則を経済変動に応用し、

経済がいかに内生的に変動するかを示している。し
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かし、本書では空間の自己組織化を中心に分析して 状のうねりの成長として説明される。波のスパイク

いく。 （尖頭）部分が周辺より特に大きく成長するのは、

空間の自己組織化のモデル

ここで、ようやく空間の自己組織化の 3つのモデ

ルを考えることになる。まず、周縁都市モデル

(The Edge City Model)である。このモデルの目

的は、都市圏内で商業が相互依存的に立地を決定す

ることで、空間的に分離したいくつかの集団に商業

が集中する多極構造がどのように形成されていくか

を説明することにある。

単純化のため、家庭と商業が1列に配列された 1

次元の都市を考える。線に沿った商業の分布を連続

的な密度と考え、位置xの密集度を ..l(x）とする。

ある位置 zへの商業の集中は位置xの利点に対して

正と負の両方の影響を及ぽす。その両方の影響は 2

地点聞の距離 Dxzにつれて薄れる。 Aを求心力（凝

集力）、 Bを遠心力（分散力）とし、距離とともに

AのほうがBより早く低下すると仮定する。市場ポ

テンシャル（潜在力）関数は、

P(x) = ~）A(Dxz)-B(Dxz）］λ（z)dz 

となり、商業間の正と負のスピルオーバーの範囲を

よく表わしている。商業は立地する利点が減れば、

移動するインセンティヴを持つ。この移動を式に表

わせば、有利な場所に入ってくる商業と不利な場所

から出ていく商業数は等しくなるという条件が満た

される。まず平均的な利点すなわち市場潜在力を、

子三；xP(x)..l(x)

とすると、商業数の条件にしたがって各地点の企業

の密集度は、

d,l(x) -
2企三l= r[P(x)-P ]..l(x) 
dt 

となる。

このモデルをコンビュータで分析した結果、理論

上の都市圏は自己組織化過程に従って、いくつかの

商業地区を規則的に形成することが示される。この

規則性も、自然科学においてよく用いられるフーリ

エ級数を用いることで、商業地区の密集度を示す波
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商業地区に近いほど、遠い地域よりも市場ポテンシ

ヤルが大きくなることによって説明できる。

次に、中心地理論を考える。このモデルに関して

はKrugman(1991 a）が詳しい。農業という固定

的で地理的に分散した部門と可動的な製造業を想定

する。製造業は多くの異なる製品を生産し、工場に

関して規模の経済が働き、輸送費がかかるとする。

これらの条件から、規模の経済と輸送費のトレード

オフによって、各製品は市場と他の工場の製品との

アクセスのよいごく少数の地点で集中して生産され

る。企業は市場の形成による求心力だけでなく、競

争によって遠心力も持つ。これらの力の緊張状態が

多極構造を生むと考えられる。

最後にサイモンの都市成長モデル（UrbanGrowth 

Model) を考える。新たな人の集合が現われると確

率 zで新たな都市を形成するか、あるいはすでに

ある集団に加わるかのどちらかである。各集団が集

合を引き寄せる確率は、集団の人口に比例する。こ

うして、規模に依存しない集団の無秩序な成長過程

を得る。

集合単位で計った都市の規模をS、人口をP、規

模Sかそれ以上の都市（集団）の数を Ns、規模S

の都市の数は ns、とする。都市の規模が指数法則

に従うならば、 NsはSaに比例し、 nsはSa lに

比例する。都市システムは定常状態に向かう傾向が

あり、そこでは nsは人口Pに対して定率になる。

ns/Pの予想、変化率は、

血凶旦＝手［(1一仇s,(S-1) 
dt 

(1π）nsS-ns] 

となり、定常状態では右辺は 0に収束することから、

ns-ns lπ2  
~二百＝万吉干T

が導かれる。大都市のみに着目し、 Sに対する nの

弾力性を求めると、

dnSπ2  
百三百 τ-=7r+17S 



となるが、 Sは大きな値なのでこの式は、

dnSπ－2 噌

マネタリスト経済学や合理的期待形成理論の登場の

際には、それぞれ世界恐慌や石油危機、世界的なス

d§1=1工7[ニ α l タグプレーシヨン等の時代背景があったことを振り

と単純化できる。これによって、指数法則の指数は、 返れば明らかであろう。

α＝ 1/(1 π）という簡単な式になる。この結果は、

指数法則の存在だけでなく、既存の集団内で新しい

経済活動が常に生じることの簡潔な説明になってい

る。しかし、この指数法則は都市が限られた規模の

場合にはかなり有効であるが、都市の規模が小さす

ぎても大きすぎても現実を十分に説明できてはいな

い。今後は確率変数を変えたモデル分析などによっ

てモデルの説明力を上げていく必要があるが、著者

はこのモデルがもっとも優れていると考えている。

自己組織化の2つの原則

世界は、複雑系（つまり外部からの入力に対する

反応だけでなくそれ自身の内的論理への反応によっ

て構造を形成する体系）で満たされている。地球の

天候や経済も複雑系である。システムが自己を組織

化する方法には特有なものがあり、それによって、

これまでまったく別のものと思われていた現象聞に

相闘があることが知られるようになってきた。

著者は本書のなかで経済行動を説明するのに特に

有効な 2つの自己組織化の原則を提示している。ひ

とつは「不安定からの秩序jである。これは、体系

において単調あるいは無秩序な構造を不安定なもの

とすると、秩序は自然に生まれるというものである

が、都市圏の成長を考えるうえで有効な方法である。

もうひとつは「ランダムな成長からの秩序jであ

る。地震から小惑星まで、多くの物が指数法則の規

模の分布に従っている。都市の規模の分布は、物理

学の方法と同様に経験的に規則性を示している。自

己組織系では、ゲーム論とは異なり、既存秩序の再

編成は、システムにとって無視できるような小さな

変化の累積を通していつの間にか内生的に達成され

るのである。

いま、経済学の自己組織性が注目されている理由

は、経済が実際に自己組織性を発揮しながら構造変

化を遂げようとしている時期だからであろう。それ

は1930年代前半のケインズ経済学、 1970年代前半の

本書を通して自己組織系の多方面への応用可能性

が実感できるはずでーある（なお、最近、邦訳書が刊

行された。北村行伸・妹尾美起訳『自己組織化の経

済学』東洋経済新報社、 1997年）。
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センターだより

⑨既刊のご案内
区別のデータ系列を新たに作成し 正した場合に、戸当たり床面積の

ている。

『賃貸住宅市場の実証分析一一借 さらに、推定された実証モデル

地借家法が及ぼす賃貸住宅供給へ を用いて借地借家法や住宅政策が

の景免聾j 定価2,200円（税込み） 賃貸住宅市場の家賃や住宅着工に

広い良質な賃貸住宅が供給可能で

あることを示している。

研究体制（敬称略）

中神康博（成媛大学）、渡辺直行、

本研究の目的は、これまで大都

市圏で戸当たり面積の広いファミ

リ一向け賃貸住宅供給が進まなか

った原因を、賃貸住宅市場モデル

及ぼす影響をシミュレーションに 中野寛、福田充孝、高橋美浩、原

より分析している。 武（以上、建設省住宅局）、篠原二

この結果、①借地借家法が廃止 三夫、関谷匡、石川達哉、中村光

され、継続家賃の期待上昇率が市 太郎（以上、（株）ニツセイ基礎研

の構築を行なうことにより、理論 場家賃の上昇率並みになった場合、究所）

的・実証的に分析することである。各市区別で家賃が0.6～6.6%下落

研究では、米国の研究事例を参 し、賃貸住宅着工は、戸数、床面 ・お詫びと訂正

考にしながら、賃貸住宅市場のフ 積がともに23～65%、37～128% 前号（第25号）で下記のような表

レームワークを検討し、家賃調整 と大幅に増え、しかも戸当たり床 記の誤りがありましたので訂正す

モデル、賃貸住宅の戸数と床面積 面積は11～38%程度拡大する。ま

モデルの 3つを構築している。ま た、②賃貸住宅の家賃収入に課税

た、モデルの推定に必要なデータ しない場合も、賃貸住宅の資本コ

は、住宅統計調査および建築統計 ストが大きく低下するため、家賃

年報を基に、東京都内における42 は最大で2.5%程度下落するほか、

市区の1979年から93年までのパネ 戸数、床面積はともに増加し、戸

ル・データを用いている。しかし、当たり床面積も5.1～14.1%程度

家賃、住宅資本コスト、住宅スト 拡大する。

ックデータについては、年次別市

編集後記

夏の白雲が湧く空の下で、〈サル

スベリ通り〉の街路樹が紅色、淡紫

色、白色の花を豊かにつけました。

また、職場の近くでは、サンゴジュ

が赤い実を枝もたわわに実らせてい

ます。今年は身近の樹木がどれも例

年になく活発であるように感じてい

ましたが、最近、熱帯雨林では「一

斉開花Jという現象があることを知

りました。

これは 5、6年に一度、マレーシ

アの熱帯雨林で樹木が一斉に花を付

けるという不思議な現象で、その理

40 住宅土地経済 1997年秋季号

このように特に借地借家法を改

由もまだ解明されていないとのこと

です。昨年がその一斉開花の時に当

たり、高さ70メートルの林冠部には

3月から 7月頃にかけて、何年間も

花をつけなかった樹木が次々に花を

つけ、普段は見られない昆虫や鳥が

数多く集まるそうです。

この「一斉開花jと身近な樹木の

最近の動きは、どこかで呼応してい

るのでしょうか。春夏秋冬だけでな

く多くの循環のなかに生きて、自然

界はまだ多くの不思議を秘めている

ようです。 (M) 

るとともにお詫びいたします0
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